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平成３０年度の財政運営 
 

平成３０年度の国の予算は、「経済・財政再生計画」の集中改革期間の最終年度の予

算として、経済再生と財政健全化の両立を実現する予算として編成された。これは「人づ

くり革命」や「生産性革命」をはじめ、現下の重要課題に重点化する一方で、財政健全化

も着実に進展させ、一般歳出、社会保障関係費の伸びについて、「経済・財政再生計画」

の「目安」を達成するものであった。 

地方財政対策としては、一般財源総額について、子ども・子育て支援等の社会保障関

係費やまち・ひと・しごと創生事業費１.０ 兆円（前年度同額）等の歳出を適切に計上する

こと等により、前年度を上回る６２.１兆円が確保された。その中では、公共施設等の適正

管理の推進のために「公共施設等適正管理推進事業費」について、０.５兆円を計上（前

年度比＋０.１兆円）されるなど必要な事業費を確保しつつ、平成２６年度から行ってきた

平時モードへの切替えが進められ歳出特別枠（前年度０.２ 兆円）は廃止された。 

本市の平成３０年度当初予算は、平成２９年１１月に策定した財政構造健全化指針によ

る歳入・歳出両面の改革推進を機軸に据え、事業棚卸しによる既存事業の見直しなどを

進めながら経常経費等の抑制を行うとともに、喫緊の課題である総合的な治水対策関連

経費や学校等の統合関連経費、消防車両の更新経費、そして知の拠点整備などの必要

な未来への投資にも目配りした「次世代につなぐ未来づくり予算」として編成した。 

また、年度途中においては、７月に大規模な豪雨災害に見舞われたことなどにより全会

計で３５.４億円と巨額の災害関連経費を補正したほか、各会計において事業の追加、変

更を反映した補正予算を編成した。 

財政運営においては、竜王戦福知山城対局の開催に際してのクラウドファンディング

による資金の獲得や、ネーミングライツ制度の構築など税外自主財源増加を図る取組を

進めたほか、将来の需要に備えた特定目的基金への積み立てを行った。財政調整基金

については、７月豪雨災害に係る災害関連経費に必要な財源として２.９億円の取り崩し

を行ったものの、前年度の歳計剰余金の積み立て等により年度末残高は増加し、令和２

年度末における財源対策基金残高の行革目標額について達成の目処が立った。 

特別会計では、地域情報通信ネットワーク事業特別会計で民間事業者への事業承継

を進め、平成３０年度末をもって特別会計を閉鎖した。 

一般会計の歳入歳出決算規模は、災害復旧費を含む投資的経費の増加の影響で大

きく増加した。普通交付税は縮減３年目（４.５億円の縮減）となったが、その中で第三セク

ター等改革推進債等の繰上償還を着実に実施し、実質収支で５.３億円の黒字決算とな

った。毎年度増加を続けてきた扶助費が減少するなど経常経費が抑制されたことにより、

経常収支比率は８年ぶりに改善し９６.５%となったが、一本算定なら９８.２%と依然として高

い水準にある。 

財政健全化判断比率では、実質公債費比率は前年度と同じ 11.2%、将来負担比率は 

1０.０ポイント改善し６4.7%となった。  
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一般会計 

１ 決算規模 

  

 

 

 

○ 歳入総額  ４２３億５８６５万円（18億 4222万円、４.５％増）  

（数値は万円未満を四捨五入。( )内は前年度増減）  
歳入総額は４２３億５８６４万５７７１円で対前年度比１８億４２２１万２５６５円の増となっ

た。 

歳入に占める自主財源（市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、

寄附金、繰入金、諸収入、繰越金）の比率は３８.９％（前年度４０.９％）で、その額は１６４

億６８９０万円、前年度比９３０９万円の減少となった（31 ページ参照）。財政調整基金の

繰入が１億１０００万円の増となる一方、土地売払収入が１億２３３９万円、病院事業会計

からの長期貸付金償還金が１億４３０万円の減となったことが要因である。 

依存財源は１９億３５３０万円増加した。災害復旧費をはじめとした投資的経費関連の

国府支出金、市債などが事業費の大幅な増加に連動して増加したものである。 

臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税は９０５８万円減少したが、特別交付

税は３億３０７５万円増加した。 

 

市税  １１６億７７４４万円（68 万円  0.01％増 徴収率 97.98 %) 

個人市民税は、給与所得の増により、１７７３万円の増収となった。法人市民税につい

ては、製造業を中心にほとんどの業種の課税額が伸び、７１３０万円の増収となった。 

固定資産税は、平成３０年度は３年に一度の評価替え年度で、地価の下落と既存家

屋分の経年減価が影響し、８８１１万円の減収となった。 

このほか、軽自動車税は増収となったが、たばこ税、都市計画税は微減となった。 

市税総額では徴収率の伸びの効果もあり、対前年度比６８万円の増と、ほぼ前年度並

の収納額を確保した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入決算額  ４２,３５８,６４５,７７１円（前年度比 ４.５％増） 

歳出決算額  ４１,５３７,３８０,０３２円（前年度比 ５.６％増） 

 

災害復旧費の増加に伴い、歳入歳出規模は大幅に増加 

H30 H29 増減

個人市民税 ３６億１８４０万円 ３６億６７万円 １７７３万円[  0.5％]増

法人市民税 １３億８７０８万円 １３億１５７８万円 ７１３０万円[  5.4％]増
固定資産税 ５６億３６８万円 ５６億９１７９万円 ８８１１万円[  1.5％]減
軽自動車税 ２億５９３９万円 ２億４５３１万円 １４０８万円[  5.7％]増

たばこ税 ５億５１９３万円 ５億５９７７万円 ７８４万円[  1.4％]減

都市計画税 ２億４８７２万円 ２億５４９２万円 ６２０万円[  2.4％]減

　総額 １１６億７７４４万円 １１６億７６７６万円 ６８万円[  0.01％]増
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地方譲与税・府税交付金等 ２２億８０３０万円（2297 万円  1.0％増) 

地方消費税交付金や自動車取得税交付金が増加した一方で、配当割交付金・株式

等譲渡所得割交付金は減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税  １０９億５０６９万円（2億 1773 万円  2.0％増) 

普通交付税は、合併算定替特例加算額の縮減 3 年目（縮減割合 50％、4.5 億円）で、

対前年度比１億１３０２万円（1.2％）の減、特別交付税は３億３０７５万円（24.3％）の大幅

増となった。個別算定経費において介護保険のサービス利用者数・費用の増や大学生

数の増などにより需要額が伸びたが、歳出特別枠の地域経済・雇用対策費需要額が皆

減、包括算定経費が大幅減となった。基準財政収入額は景気の回復基調の中において

市民税が１.１億円増加したことなどから総額で０.３億円の増となった。 

特別交付税は、１６億９２１２万円と、前年からは３億３０７５万円の大きな増額となった

が、これは平成３０年７月豪雨に係る災害対策関連費用の増に対して多額の交付を受け

たことの影響である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準財政需要額 [ 臨時財政対策債振替(14.5億円)前、合併算定替縮減(4.5億円)前 ] 
213.5億円(△1.3億円)  [※振替・縮減後では194.5億円（△0.4億円）] 

基準財政収入額  
101.6億円(+0.3億円)  
うち地方消費税引上分 

5.8億円(+0.2億円) 

普通交付税  
92.6億円 

(△1.1億円) 

算定替縮減    4.5億円    
錯誤措置額    0.7億円          
調整額            0円 

（合計で+2.3億円） 

臨時財政対策債  
14.5億円 
(+0.2億円) 

H30 H29 増減

９２億５８５７万円 ９３億７１５９万円 １億１３０２万円[  1.2％]減
　基準財政需要額Ａ＝①②③④⑤⑥－⑦⑧ １９４億５３６８万円 １９４億９５２４万円 ４１５６万円[  0.2％]減

　　　①個別算定経費 １４８億２５９５万円 １４６億１１０６万円 ２億１４８９万円[  1.5％]増

　　　②地域経済・雇用対策費（歳出特別枠） － ７７７１万円 ７７７１万円[ 皆減] 　　

　　　③地域の元気創造事業費 ２億６０７３万円 ２億６５８０万円 ５０７万円[  1.9％]減

　　　④人口減少等特別対策事業費 ２億５２２８万円 ２億５１４７万円 ８１万円[  0.3％]増

　　　⑤公債費 ３６億２５５８万円 ３５億１５１６万円 １億１０４２万円[  3.1％]増

　　　⑥包括算定経費 ２３億８６７２万円 ２５億１１１万円 １億１４３９万円[  4.6％]減

　　　⑦合併算定替縮減額（㉙30%→㉚50%） ４億４９４１万円 ３億１３４万円 １億４８０７万円[ 49.1％]増

　　　⑧臨時財政対策債振替相当額 １４億４８１７万円 １４億２５７３万円 ２２４４万円[  1.6％]増
　基準財政収入額Ｂ １０１億６３５０万円 １０１億２８５１万円 ３４９９万円[  0.3％]増

※合併算定替 特例加算額（㉚は50％縮減後） ４億４９４２万円 ７億２５２万円 ２億５３１０万円[ 36.0％]減

特別交付税 １６億９２１２万円 １３億６１３７万円 ３億３０７５万円[ 24.3％]増

普通交付税＋特別交付税 １０９億５０６９万円 １０７億３２９６万円 ２億１７７３万円[  2.0％]増

普通交付税 Ａ-Ｂ-錯誤措置額・調整額(計3161万円)

H30 H29 増減

地方譲与税 ４億１５３万円 ３億９５７６万円 ５７７万円[  1.5％]増
利子割交付金 １６７９万円 １７８６万円 １０７万円[  6.0％]減

配当割交付金 ５６１３万円 ６６５６万円 １０４３万円[ 15.7％]減
株式等譲渡所得割交付金 ４２８８万円 ６６００万円 ２３１２万円[ 35.0％]減

地方消費税交付金 １４億７４６１万円 １４億４８０９万円 ２６５２万円[  1.8％]増
ゴルフ場利用税交付金 ４９６万円 ５９１万円 ９５万円[ 16.1％]減

自動車取得税交付金 １億８１０６万円 １億６２５４万円 １８５２万円[ 11.4％]増
国有提供施設等所在市町村助成交付金 ２２９６万円 ２２６８万円 ２８万円[  1.2％]増

地方特例交付金 ６７９５万円 ５９６９万円 ８２６万円[ 13.8％]増
交通安全対策特別交付金 １１４３万円 １２２３万円 ８０万円[  6.5％]減

　総額 ２２億８０３０万円 ２２億５７３３万円 ２２９７万円[  1.0％]増
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分担金及び負担金  ５億２９３６万円（1050万円  1.9％減) 

川北ほ場整備事業の分担金については対象事業の進捗に伴い減少した。私立保育

園・広域利用に係る保育料は増加したが、全体として減収となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

使用料及び手数料  １２億１４９０万円（2711 万円  2.3％増) 

ガス事業者への請求を開始したことに伴い道路占用料が大きな増となった。また、使

用料の改定を行った放課後児童クラブ使用料が増収となった。そのほか各種使用料に

おいて微増・微減がある中、全体として 2.3％の増となった。 

 

国庫支出金  ５０億７５５９万円（2087万円  0.4％増) 

総額は０.４％の増と、ほぼ前年度並の歳入となった。 

社会保障関連では、保育士の処遇改善等を目的とした公定価格の改正の影響によ

り保育所運営費に係る国庫負担金が大きく増加した。また、生活保護費等負担金は大

きく減少した。 

投資的経費の関連では、川北橋の延伸関連に係る社会資本整備総合交付金事業

や遷喬小学校教室棟増築事業に係る交付金が増加する一方、民間保育所の施設整

備を進めるための保育所等整備交付金や福知山公立大学の施設整備を進めるための

地方創生拠点整備交付金等が減少した。 

H30 H29 増減

保育料（私立・広域） ４億６２１０万円 ４億５３７３万円 ８３７万円[  1.8％]増

養護老人ホーム １９１７万円 ２１８３万円 ２６６万円[ 12.2％]減

施設型給付費（広域受託分） ３５７万円 ８０４万円 ４４７万円[ 55.6％]減

居宅生活支援費 １４４５万円 ２０６０万円 ６１５万円[ 29.9％]減

川北ほ場整備事業分担金 ９００万円 １５９０万円 ６９０万円[ 43.4％]減

　総額 ５億２９３６万円 ５億３９８６万円 １０５０万円[  1.9％]減

H30 H29 増減

道路占用料 １億８５０８万円 １億５５４１万円 ２９６７万円[ 19.1％]増
社会教育使用料 ６０２２万円 ５０７０万円 ９５２万円[ 18.8％]増

　　　　うち　放課後児童クラブ使用料 ５１５７万円 ４１８２万円 ９７５万円[ 23.3％]増
　　　　　　　中央公民館(㉙609件→㉚627件） １５５万円 １４１万円 １４万円[  9.9％]増

　　　　　　　鬼の交流博物館 ２４９万円 ２０７万円 ４２万円[ 20.3％]増
市営住宅・団地内駐車場所等使用料 １億７８５９万円 １億７６４１万円 ２１８万円[  1.2％]増

１億２３０６万円 １億２１３１万円 １７５万円[  1.4％]増
駅周辺使用料（駐車場、駐輪場、駅前広場） ２１４１万円 １９９３万円 １４８万円[  7.4％]増

１４８４万円 １４１１万円 ７３万円[  5.2％]増
指定ごみ袋処理手数料 １億２５０１万円 １億２４８８万円 １３万円[  0.1％]増

厚生会館使用料(㉙182件→㉚187件） ９０８万円 ９０３万円 ５万円[  0.6％]増
火葬棟・葬祭棟等使用料 ３５３３万円 ３５３８万円 ５万円[  0.1％]減

し尿くみ取り手数料 ２７９２万円 ２８０２万円 １０万円[  0.4％]減
幼稚園保育料 １５８２万円 １６１８万円 ３６万円[  2.2％]減

戸籍住民手数料 ３６１８万円 ３７６４万円 １４６万円[  3.9％]減
証紙収入 １０８万円 ４７７万円 ３６９万円[ 77.4％]減

大呂自然休養村センター施設使用料 － ３７７万円 ３７７万円[ 皆減] 　　
一般廃棄物・産業廃棄物手数料 ２億６７５８万円 ２億７６０８万円 ８５０万円[  3.1％]減

　総額 １２億１４９０万円 １１億８７７９万円 ２７１１万円[  2.3％]増

市民交流プラザふくちやま使用料（駐車場含む）

（保育園）利用者負担額（公立・広域受託者分）
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府支出金  ２８億２８６０万円（5889 万円 2.1％増) 

農地・農業用施設災害復旧費府補助金のほか、地域再建被災者住宅等支援事業

など災害関連経費に係る支出金の増が大きかった。主な減少項目は、地域医療介護

総合確保基金、京都府地域密着型サービス等整備助成事業、選挙委託金などであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 H29 増減

土木施設災害復旧事業（現年・繰越分） １億７３５４万円 １９９２万円 １億５３６２万円[771.2％]増

保育所運営費（私立・広域） ７億４５２４万円 ６億５７４５万円 ８７７９万円[ 13.4％]増

１億３４７４万円 ５３１７万円 ８１５７万円[153.4％]増

遷喬小学校教室棟増築事業（繰越分） ７１８６万円 －　 ７１８６万円[ 皆増] 　　

公立学校施設整備費負担金 ５７５３万円 －　 ５７５３万円[ 皆増] 　　

５３３６万円 ７７２万円 ４５６４万円[591.2％]増

７４１２万円 ４１６０万円 ３２５２万円[ 78.2％]増

調節池整備事業（現年・繰越分） ５０３０万円 ３０４６万円 １９８４万円[ 65.1％]増

地方創生関係国庫補助金（拠点整備交付金・道整備推進交付金除く） 

６１２１万円 ６９３９万円 ８１８万円[ 11.8％]減

児童手当負担金 ８億７０４１万円 ８億９０２６万円 １９８５万円[  2.2％]減

橋りょう長寿命化対策事業（現年・繰越分） ４００５万円 ６３０６万円 ２３０１万円[ 36.5％]減

生活保護費等負担金 １２億６８５２万円 １３億１７９７万円 ４９４５万円[  3.8％]減

－ ５１２２万円 ５１２２万円[ 皆減] 　　

公立大学「学びの拠点」推進事業（地方創生拠点整備交付金）（現年・繰越分）

－ ５３６０万円 ５３６０万円[ 皆減] 　　
保育所等整備交付金（現年・繰越分） ２５０９万円 １億２７９５万円 １億２８６万円[ 80.4％]減

　総額 ５０億７５５９万円 ５０億５４７２万円 ２０８７万円[  0.4％]増

公園施設長寿命化対策支援事業（現年・繰越分）

中心市街地活性化関連道路整備事業（繰越分）

社会資本整備総合交付金事業（現年・繰越分）

小中学校大規模改造事業（環境改善交付金）

H30 H29 増減

９７９３万円 ６８９万円 ９１０４万円[1321.3％]増
災害に強い森づくり事業（繰越分） ４４５０万円 －　 ４４５０万円[ 皆増] 　　

４９８５万円 ５５４万円 ４４３１万円[799.8％]増
林道施設災害復旧費補助金（現年・繰越分） ４１３３万円 －　 ４１３３万円[ 皆増] 　　
国土調査費補助金（現年・繰越分） ４７４８万円 ２４６９万円 ２２７９万円[ 92.3％]増
保育所運営費（私立・広域） ３億４２０８万円 ３億２８７３万円 １３３５万円[  4.1％]増

介護給付費（福祉サービス） ３億９８７２万円 ３億９１４９万円 ７２３万円[  1.8％]増

３２００万円 ２５５０万円 ６５０万円[ 25.5％]増
後期高齢基盤安定負担金（保険料軽減分） １億８７６６万円 １億８６３９万円 １２７万円[  0.7％]増
徴税費委託金 １億２４７７万円 １億２４３８万円 ３９万円[  0.3％]増

２３２１万円 ２３８４万円 ６３万円[  2.6％]減

１億１７８９万円 １億１９１０万円 １２１万円[  1.0％]減

２億１７７２万円 ２億２０４０万円 ２６８万円[  1.2％]減
児童手当負担金 １億８８０５万円 １億９２３９万円 ４３４万円[  2.3％]減

国保基盤安定事業府負担金 ２億２４０８万円 ２億３２３５万円 ８２７万円[  3.6％]減
府医療費助成関連（事務費分及び扶助費分） ２億１８１７万円 ２億３０９８万円 １２８１万円[  5.5％]減

民間社会福祉施設サービス向上事業 － １４１３万円 １４１３万円[ 皆減] 　　

農業基盤整備促進事業（繰越分） － ２３３０万円 ２３３０万円[ 皆減] 　　
選挙委託金 ３５５５万円 ６２２４万円 ２６６９万円[ 42.9％]減
京都府地域密着型サービス等整備助成事業 － ３０８０万円 ３０８０万円[ 皆減] 　　
地域医療介護総合確保基金（繰越分） － ５３９０万円 ５３９０万円[ 皆減] 　　

　総額 ２８億２８６０万円 ２７億６９７１万円 ５８８９万円[  2.1％]増

［○福祉医療費（ひとり親・障害） ○京都子育て支援医療費 ○老人医療 ○重度心身障害老人 ○障害者自立支援医療］

（㉙衆議院選挙等→㉚府知事・府議選挙等）

[多面的機能・中山間地域等直接] 支払交付事業

地域再建被災者住宅等支援事業（現年・繰越分）

ため池等農地危機管理対策事業（現年・繰越分）

農地・農業用施設災害復旧事業（現年・繰越分）

みらい戦略一括・市町村体制づくり支援交付金

豊かな森を育てる府民税交付金（現年・繰越分）
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財産収入  ４億７７０２万円（1 億 1559万円  19.5％減) 

公共施設マネジメントにより生み出した創出土地、公社継承土地ともに、売却件数は

ほぼ横ばいであったが、各売却物件の地積や立地条件、土地形状の違い等により売

払収入は減少した。債券による運用を進めたことで利子及び配当金が増加したものの、

財産収入の総額では大きな減収となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄附金  １億１５９万円（1012万円 9.1％減) 

ふるさと納税については、やや減少し１億円を割り込んだ。前年度に続き企業版ふる

さと納税を受けるとともに、新たな歳入確保の取組の一環で将棋の竜王戦開催に際し

てクラウドファンディングにより寄附金を獲得した。 

 

 

 

 

 

 

繰入金  １４億７８２万円（6503 万円 4.8％増) 

７月豪雨災害復旧経費の財源を補うため財政調整基金を２.９億円繰入れた。 

その他の増加の主な要因としては、前年度以前に受けた寄附金を積み立てていたふ

るさと納税基金からの繰入を開始したこと、企業誘致促進及び工場等操業支援基金繰

入の増などである。 

また、地域振興基金、過疎地域自立促進基金は、元気の出るまちづくりを進めるた

めの財源として引き続き積極的に活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 H29 増減

財政調整基金 ２億９０００万円 １億８０００万円 １億１０００万円[ 61.1％]増
　（㉚災害により生じた経費の財源　㉙災害により生じた経費の財源）

ふるさと納税基金 ８９００万円 － ８９００万円[ 皆増] 　　

企業誘致促進及び工場等操業支援基金 ５６１１万円 １３７５万円 ４２３６万円[308.1％]増
地域振興基金 ２億４６１５万円 ２億１７８９万円 ２８２６万円[ 13.0％]増
過疎地域自立促進基金 １億８６２６万円 １億７２４２万円 １３８４万円[  8.0％]増
第三セクター等改革推進債償還基金 １億４０００万円 １億５０００万円 １０００万円[  6.7％]減
減債基金 ２億１６００万円 ２億２８８３万円 １２８３万円[  5.6％]減
公共施設等総合管理基金 ９５２０万円 １億８９３万円 １３７３万円[ 12.6％]減
開発関連公共施設等整備基金 － ２２９８万円 ２２９８万円[ 皆減] 　　

ふるさと創生事業基金 ２４０１万円 ９６６１万円 ７２６０万円[ 75.1％]減
鉄道網整備事業及び関連都市計画事業基金 ４３３万円 ７８１２万円 ７３７９万円[ 94.5％]減

　総額 １４億７８２万円 １３億４２７９万円 ６５０３万円[  4.8％]増

H30 H29 増減

土地売払収入 １億９５１６万円 ３億１８５５万円 １億２３３９万円[ 38.7％]減

土地建物貸付収入 ２億１５０２万円 ２億１１３７万円 ３６５万円[  1.7％]増

物品売払収入 ２５１４万円 ２７１４万円 ２００万円[  7.4％]減

自動販売機設置貸付収入 １７１９万円 １４７７万円 ２４２万円[ 16.4％]増

利子及び配当金 ２２０６万円 １８３１万円 ３７５万円[ 20.5％]増

　総額 ４億７７０２万円 ５億９２６１万円 １億１５５９万円[ 19.5％]減

○公社継承土地等 ㉙ ６７９４万円→ ㉚ １７８４万円 ○法定外公共用財産（里道・水路） ㉙ ９６７万円→ ㉚３５２万円

○創出土地 ㉙ ２億２３５４万円→ ㉚ １億４５６９万円 ○その他の普通財産土地 ㉙ １７４０万円→ ㉚２８１１万円

H30 H29 増減

一般寄附金 ２０万円 １００万円 ８０万円[ 80.0％]減

指定寄附金 １億１３９万円 １億１０７１万円 ９３２万円[  8.4％]減
　※うちふるさと納税 (㉙8,233件→㉚5,588件 ） ９３２５万円 １億５８８万円 １２６３万円[ 11.9％]減
　※うちクラウドファンディング ２０３万円 －　 ２０３万円[ 皆増] 　　
　※うち企業版ふるさと納税 ４００万円 １３５万円 ２６５万円[196.3％]増

　総額 １億１５９万円 １億１１７１万円 １０１２万円[  9.1％]減
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諸収入  ３億３９５９万円（6392 万円  15.8％減) 

総額で 15.8％の大きな減となったが、その主な要因は、病院事業会計からの長期貸

付金の返還が前年度で終了したことである。建物総合損害共済災害共済金が減少し

ているが、７月豪雨による損害に係る共済金の多くは翌年度以降に歳入される見通し

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市債  ４７億５４５７万円（16 億 1484万円  51.4％増) 

前年度まで５年連続で減少してきた市債発行額だが、土木施設災害復旧事業の大

幅増などの影響により増加に転じた。災害復旧以外では(仮称)三和学園整備事業や

中心市街地活性化関連道路整備事業、社会資本整備総合交付金事業、「知の拠点」

推進事業などの大型事業についても、事業の進捗に伴い発行額が大きく増加してい

る。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 H29 増減

延滞金 １７０９万円 １２０３万円 ５０６万円[ 42.1％]増
病院事業会計貸付金元利収入 － １億４３０万円 １億４３０万円[ 皆減] 　　

貸付金元利収入（病院事業会計以外） ２７５９万円 １６１８万円 １１４１万円[ 70.5％]増
以下、雑入のうち主なもの

　　消防団員退職報償金 ６６１５万円 １３５６万円 ５２５９万円[387.8％]増
　　日中一時支援事業返還金 ３７５万円 －　 ３７５万円[ 皆増] 　　

　　市町村交付金 １２３０万円 ９６３万円 ２６７万円[ 27.7％]増
　　派遣職員共済費 ２４２万円 －　 ２４２万円[ 皆増] 　　

　　コミュニティ助成事業助成金 １５５０万円 １３３０万円 ２２０万円[ 16.5％]増
　　広告料収入 ３１３万円 ２８１万円 ３２万円[ 11.4％]増

　　（有害鳥獣）処理施設管理運営他市負担金 １８８２万円 １８８９万円 ７万円[  0.4％]減
　　生活保護費返還金等 ２０７１万円 ２１４５万円 ７４万円[  3.4％]減

　　京都地方税機構負担金 ４８４７万円 ５０３８万円 １９１万円[  3.8％]減
　　容器包装類再商品化拠出金 １万円 ３４５万円 ３４４万円[ 99.7％]減

　　土地改良施設維持管理適正化事業交付金 － ６３０万円 ６３０万円[ 皆減] 　　
　　廃棄物処理料不当利得返還金 － ６８９万円 ６８９万円[ 皆減] 　　

　　後期高齢者医療広域連合負担金 － １０６２万円 １０６２万円[ 皆減] 　　
　　建物総合損害共済災害共済金 ６２８万円 ２０８１万円 １４５３万円[ 69.8％]減

　総額 ３億３９５９万円 ４億３５１万円 ６３９２万円[ 15.8％]減

H30 H29 増減

土木施設災害復旧事業（補助、単独） ６億７７００万円 ９８０万円 ６億６７２０万円[6808.2％]増
(仮称)三和学園整備事業（過疎対策） ２億３５３０万円 １１００万円 ２億２４３０万円[2039.1％]増

１億８４６０万円 １１８０万円 １億７２８０万円[1464.4％]増
中心市街地活性化関連道路整備事業（旧合併特例、公共事業等） 

１億７５６０万円 ３８４０万円 １億３７２０万円[357.3％]増
社会資本整備総合交付金事業（旧合併特例、公共事業等）

１億７０１０万円 ４０６０万円 １億２９５０万円[319.0％]増

市立保育園整備計画推進事業（過疎対策） １億２３００万円 ５７０万円 １億１７３０万円[2057.9％]増
「知の拠点」推進事業（旧合併特例） １億１６２０万円 －　 １億１６２０万円[ 皆増] 　　

８４１０万円 －　 ８４１０万円[ 皆増] 　　

８９７０万円 １３９０万円 ７５８０万円[545.3％]増

１億６６０万円 ３３００万円 ７３６０万円[223.0％]増
公園施設長寿命化対策支援事業（旧合併特例、公共事業等）

５３００万円 ７３０万円 ４５７０万円[626.0％]増
調節池整備事業（旧合併特例、公共事業等） ２億２２６０万円 ２億２６３０万円 ３７０万円[  1.6％]減

８０１０万円 １億１８５０万円 ３８４０万円[ 32.4％]減

公立大学「学びの拠点」事業（旧合併特例） － ３９００万円 ３９００万円[ 皆減] 　　
遷喬小学校プール整備事業（旧合併特例） － ４３８０万円 ４３８０万円[ 皆減] 　　
広域交通網整備促進事業（旧合併特例） ５４００万円 １億２０万円 ４６２０万円[ 46.1％]減

－ １億２４１０万円 １億２４１０万円[ 皆減] 　　
臨時財政対策債 １４億４８１７万円 １４億２５７３万円 ２２４４万円[  1.6％]増

　総額 ４７億５４５７万円 ３１億３９７３万円 １６億１４８４万円[ 51.4％]増

福祉施設改修事業（緊急防災・減災、旧合併特例）

街路事業（多保市正明寺線高畑工区）（旧合併特例）

消防団施設整備事業（緊急防災・減災、過疎対策）

三段池公園カルチャーパーク整備事業（緊急防災・減災）

消防車両更新事業（緊急防災・減災、過疎対策）

遷喬小学校教室棟増築事業（学校教育施設等）
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繰越金  ７億２１１８万円（1422 万円 2.0％増) 

平成２９年度決算剰余金の半額にあたる４億５９４２万円を平成３０年度に引継いだが、

この額は前年度と比して０.６億円小さい額であった。一方で前年度からの繰越事業費

が増加（㉙３９事業 16.6 億円→㉚２２事業 21.5 億円）したことから財源繰越は 7923 万

円増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

○歳出総額  ４１５億３７３８万円（22 億 155万円 5.6％増） 

※ 以下、歳出の分類は「地方財政状況調査」の性質別区分による。 

歳出総額は４１５億３７３８万３２円で対前年度比２２億１５４万９２３９円の増となった。 

性質別区分で前年度に比べて増加したものは、人件費、公債費、補助費等、投資的

経費であるが、特に投資的経費は２２.１億円増加しており、歳出総額においても最も増

加に影響している（36 ページ参照）。 

減少項目は維持補修費、扶助費、積立金、繰出金などであるが、その中でも扶助費

は３.０億円と大きな減少となった。 

投資的経費の増加の影響で歳出総額は増加しているが、経常的な経費については

減少している。 

 

義務的経費  ２０４億６８４２万円（711万円  0.03％増) 

＊義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費 

 

義務的経費は人件費、扶助費、公債費の合計である。平成２９年度決算と比較して、

退職者増の影響で人件費が伸びたが、臨時福祉給付金が平成２９年度で終了した扶

助費の減少が影響して、総額としてはほぼ前年度並となった。 

 

 

 

 

 

 

  

H30 H29 増減

純繰越金（実質収支の1/2） ４億５９４２万円 ５億２４４５万円 ６５０３万円[ 12.4％]減
繰越明許費分 ２億６１７５万円 １億８２５２万円 ７９２３万円[ 43.4％]増

　総額 ７億２１１８万円 ７億６９６万円 １４２２万円[  2.0％]増

H30 H29 増減

人件費 ６９億５０万円 ６６億６８０５万円 ２億３２４５万円[  3.5％]増
扶助費 ８３億２６３１万円 ８６億３０６６万円 ３億４３５万円[  3.5％]減
公債費 ５２億４１６１万円 ５１億６２６１万円 ７９００万円[  1.5％]増

　総額 ２０４億６８４２万円 ２０４億６１３１万円 ７１１万円[  0.03％]増
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人件費  ６９億５０万円（2億 3245万円  3.5％増) 

３.５％と大きく増加しているが、退職者の増（㉙３３人→㉚４６人）に伴い退職手当が 

１.５億円増加した影響が大きい。また、人事院勧告に準じた改定（給与改定＋０.２％、

勤勉手当＋０.０５月）を行ったことにより基本給、期末勤勉手当が増加した。加えて７月

豪雨などの災害対応業務の増により超過勤務手当も増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

扶助費  ８３億２６３１万円（3 億 435万円  3.5％減) 

扶助費は３.５％の減少となった。前年度から減少するのは合併以降初めてである。

ただし、減少のうち１億９８７５万円は前年度まで全額国費で実施していた臨時福祉給

付金（★印）の減少であり、それ以外では１億５６０万円の減少となる。減少の主な要因

は、雇用情勢の改善などに伴い受給者数が減少した生活保護扶助事業の減などであ

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ★ 

H30 H29 増減

基本給（給料＋扶養手当） ２６億５７２万円 ２６億４３８万円 １３４万円[  0.1％]増
超過勤務手当 ２億６１７３万円 ２億２１６７万円 ４００６万円[ 18.1％]増
期末勤勉手当 １０億３１１８万円 １０億１６１８万円 １５００万円[  1.5％]増
退職手当 ７億１７００万円 ５億６３９２万円 １億５３０８万円[ 27.1％]増

地方公務員共済組合等負担金 ９億５７９２万円 ９億４６９３万円 １０９９万円[  1.2％]増

議員報酬手当 １億６４０１万円 １億７０１８万円 ６１７万円[  3.6％]減

委員等報酬 ７億７６２９万円 ７億６１９３万円 １４３６万円[  1.9％]増

職員互助会補助金 ７３１万円 ８１２万円 ８１万円[ 10.0％]減

　総額 ６９億５０万円 ６６億６８０５万円 ２億３２４５万円[  3.5％]増

H30 H29 増減

保育所委託事業 ２１億７１５４万円 ２１億２５７６万円 ４５７８万円[  2.2％]増
自立支援給付（障害福祉サービス等）事業 １５億９４９０万円 １５億７３４４万円 ２１４６万円[  1.4％]増
災害見舞金事業 ５６２万円 １９４万円 ３６８万円[189.7％]増

老人保護措置事業 １億３５１６万円 １億３２３５万円 ２８１万円[  2.1％]増
ひとり親家庭自立支援給付金事業 １０４７万円 ８１３万円 ２３４万円[ 28.8％]増

１１２０万円 １１９０万円 ７０万円[  5.9％]減

ふくふく医療費支給事業 ５４７４万円 ５５８２万円 １０８万円[  1.9％]減
児童扶養手当事業 ３億２８４０万円 ３億３０９３万円 ２５３万円[  0.8％]減
福知山公立大学就学生支援事業 ２３４万円 ５０９万円 ２７５万円[ 54.0％]減

公立保育所運営事業 ２億２６３６万円 ２億３０９７万円 ４６１万円[  2.0％]減
地域生活支援事業（日中一時支援/移動支援/日常生活用具給付)

６６１３万円 ７０７９万円 ４６６万円[  6.6％]減

身体障害者（児）補装具給付事業 １６８２万円 ２２０６万円 ５２４万円[ 23.8％]減
障害者自立支援医療（更生医療）給付事業 ４９５５万円 ６１２５万円 １１７０万円[ 19.1％]減
府医療費助成関連（市単独拡大分含む） ５億４１８２万円 ５億６０４２万円 １８６０万円[  3.3％]減

 〔 ○福祉医療費（ひとり親・障害）　○京都子育て支援医療費　○老人医療　○重度心身障害老人　○障害者自立支援医療特別 〕

児童手当事業 １２億４９１４万円 １２億７４６２万円 ２５４８万円[  2.0％]減

８９２２万円 １億１５３８万円 ２６１６万円[ 22.7％]減

生活保護扶助事業 １６億５４５７万円 １７億１９２１万円 ６４６４万円[  3.8％]減
臨時福祉給付金事業 － １億９８７５万円 １億９８７５万円[ 皆減] 　　

　総額 ８３億２６３１万円 ８６億３０６６万円 ３億４３５万円[  3.5％]減

小中学校就学援助事業・特別支援就学奨励事業

外出支援助成／障害者安心おでかけサポート事業
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公債費  ５２億４１６１万円（7900万円  1.5％増) 

定期償還のうち旧合併特例債は、市庁舎の耐震化事業の償還の本格化、ハピネス

ふくちやまの改修や小中学校空調設備設置事業の元金償還開始などにより大幅増と

なる一方、過疎対策事業債は、合併前の大型事業に係る償還が完了したことにより減と

なった。第三セクター等改革推進債に加えて任意の繰上償還を行い将来負担の軽減

を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件費  ５１億１万円（1876万円  0.4％減) 

物件費全体では０.４％の微減となった。増加項目の主なものは、電算システム等一

般管理事業、地籍調査事業、小中学校 ICT 環境整備事業などである。 

平成３０年度で一巡目の点検が完了した橋りょう長寿命化対策事業の減額が大きか

ったほか、翌年度に事業費を繰越したため池等農地災害危機管理対策事業、つつじ

が丘・向野団地建替事業、有害鳥獣捕獲事業などが主な減少項目である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 H29 増減

定期償還 ５０億４３６２万円 ５０億１２２９万円 ３１３３万円[  0.6％]増

　　　うち臨時財政対策債 １２億８６８万円 １１億５６８８万円 ５１８０万円[  4.5％]増
　　　うち旧合併特例債 １２億７１９７万円 １１億２４５３万円 １億４７４４万円[ 13.1％]増
　　　うち過疎対策事業債 ５億１８６０万円 ５億５７２２万円 ３８６２万円[  6.9％]減

繰上償還 １億９７９９万円 １億５０００万円 ４７９９万円[ 32.0％]増

　　　うち第三セクター等改革推進債 １億４０００万円 １億５０００万円 １０００万円[  6.7％]減

　総額 ５２億４１６１万円 ５１億６２６１万円 ７９００万円[  1.5％]増

H30 H29 増減
電算システム等一般管理事業 ２億４７９５万円 ２億１４６７万円 ３３２８万円[ 15.5％]増
地籍調査事業 ６４０９万円 ３４５５万円 ２９５４万円[ 85.5％]増

小中学校ICT環境整備事業 ７６０６万円 ５１５７万円 ２４４９万円[ 47.5％]増
林道橋りょう長寿命化事業 １２１２万円 －　 １２１２万円[ 皆増] 　　
電算システム保守・運用支援事業 １１６６万円 －　 １１６６万円[ 皆増] 　　
基幹系システム等更新事業 １０９３万円 －　 １０９３万円[ 皆増] 　　

小中学校スクールバス管理運行事業 ５２４０万円 ４４１２万円 ８２８万円[ 18.8％]増
人事管理事業（臨時職員賃金） ７６４９万円 ６８４１万円 ８０８万円[ 11.8％]増
災害廃棄物処理事業 １４５９万円 ７０７万円 ７５２万円[106.4％]増
ごみ収集運搬事業 ４億５８０７万円 ４億５７７５万円 ３２万円[  0.1％]増

選挙執行事業（㉙衆院・知事準備等→㉚知事・府議 準備等） 

２５２４万円 ２５３３万円 ９万円[  0.4％]減
指定ごみ袋作製事業 ４６６２万円 ４７２４万円 ６２万円[  1.3％]減
ごみ処理施設運転管理等事業 ４億４７５９万円 ４億５４１６万円 ６５７万円[  1.4％]減
〔 ○環境パーク、○水処理施設、○廃棄物処理施設等、○リサイクル関連、○リサイクルプラザ不燃物分別　など６事業 〕 

臨時福祉給付金事業 － ８２７万円 ８２７万円[ 皆減] 　　
防災マップ整備事業 － ９０７万円 ９０７万円[ 皆減] 　　
固定資産評価替え事業 ３９１万円 １４０９万円 １０１８万円[ 72.2％]減

有害鳥獣捕獲事業 ６４８４万円 ７５８９万円 １１０５万円[ 14.6％]減
つつじが丘・向野団地建替事業 － １３５０万円 １３５０万円[ 皆減] 　　

－ １６９５万円 １６９５万円[ 皆減] 　　
ため池等農地災害危機管理対策事業 － １８２７万円 １８２７万円[ 皆減] 　　

橋りょう長寿命化対策事業 ７３４６万円 １億１６１９万円 ４２７３万円[ 36.8％]減

新たな自治体情報セキュリティの抜本的強化対策事業
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維持補修費  ３億１７８１万円（7157 万円 18.4％減) 

総額で１８.４％の大幅減となった。積雪が少なかったため除雪関連事業が大きく減

少したことに加え、前年度に執行額が伸びていた道路・河川維持管理事業、市営住宅

修繕事業が平年並みに減少したこと等による影響である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助費等  ４６億４３０９万円（1億 9320万円  4.3％増) 

総額で１.９億円の大きな伸びとなっているが、増加要因の主なものは上下水道事業

会計と病院事業会計への企業会計負担金、隔年で増減を繰り返す消防団員報償事業、

補助金等償還事業、企業誘致促進特別対策事業などである。 

H30 H29 増減

農匠の郷やくの施設管理運営事業 ４２５万円 －　 ４２５万円[ 皆増] 　　

７２０万円 ４４７万円 ２７３万円[ 61.1％]増

２０５２万円 １７９２万円 ２６０万円[ 14.5％]増

体育施設維持管理・施設設備整備事業 ３１５万円 ８４万円 ２３１万円[275.0％]増

長田野工業団地維持管理事業 ７１４万円 ６３５万円 ７９万円[ 12.4％]増

福知山鉱山坑廃水処理場管理運営事業 ７２１万円 ６７１万円 ５０万円[  7.5％]増

斎場火葬棟運営管理事業 １３３万円 ２７０万円 １３７万円[ 50.7％]減
橋りょう長寿命化対策事業 ７１万円 ３０３万円 ２３２万円[ 76.6％]減

庁舎管理事業 ３６９万円 ６２９万円 ２６０万円[ 41.3％]減

三和荘基幹設備整備改修事業 － ２９５万円 ２９５万円[ 皆減] 　　

消防通信指令システム管理事業 － ３５１万円 ３５１万円[ 皆減] 　　

市営住宅修繕事業 ３３８３万円 ４７６２万円 １３７９万円[ 29.0％]減

道路・河川維持管理事業 １億８５０万円 １億３３１８万円 ２４６８万円[ 18.5％]減
除雪関連事業 ８８６４万円 １億１７９３万円 ２９２９万円[ 24.8％]減

　総額 ３億１７８１万円 ３億８９３８万円 ７１５７万円[ 18.4％]減

小学校施設改修・営繕/中学校校舎等施設営繕事業

環境パーク/水処理施設運転・維持管理等事業

H30 H29 増減

　※以下、H30物件費決算額が5000万円以上の事業

小学校・中学校一般管理事業（㉙教材備品購入事業含む）

２億３９０１万円 ２億３２５７万円 ６４４万円[  2.8％]増

２億２８５１万円 ２億２９８１万円 １３０万円[  0.6％]減
学校給食管理運営事業 ２億２６９０万円 ２億２９６０万円 ２７０万円[  1.2％]減

予防接種事業 ２億２３０２万円 ２億２５８０万円 ２７８万円[  1.2％]減
　〔 ○インフルエンザ予防接種事業、○小児用肺炎球菌ワクチン接種事業など14事業 〕

放課後児童クラブ運営事業 １億３３４４万円 １億３４９７万円 １５３万円[  1.1％]減

し尿収集事業 ９９６１万円 ９９６９万円 ８万円[  0.1％]減
庁舎管理事業 ８３９１万円 ８３４９万円 ４２万円[  0.5％]増

地域生活支援事業（相談支援/意思疎通支援/訪問入浴サービス/地活支援センター/社会参加促進）

６４５３万円 ６５４８万円 ９５万円[  1.5％]減

農匠の郷やくの施設管理運営事業 ６３４０万円 ６５８３万円 ２４３万円[  3.7％]減
妊産婦健康診査事業 ５９７０万円 ５４５９万円 ５１１万円[  9.4％]増
公立保育所運営事業 ５９６７万円 ５３３２万円 ６３５万円[ 11.9％]増

市バス運行事業 ５６４９万円 ６１３８万円 ４８９万円[  8.0％]減
斎場火葬棟運営管理事業 ５３８７万円 ５５５２万円 １６５万円[  3.0％]減

　総額 ５１億１万円 ５１億１８７７万円 １８７６万円[  0.4％]減

既設公園管理事業（㉙既設公園改修事業含む）
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主な減少項目は民間保育所運営事業、福知山公立大学運営費交付金事業などで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積立金  ７億９４５１万円（5514 万円 6.5％減) 

減少の主な要因は、病院事業会計からの長期貸付金返還金の減債基金への積み

立てが前年度で終了したこと、土地の売却額を積み立てる市有地販売事業と三セク債

償還基金積立事業において売却額が減少したことなどである。 

一方で、地域振興基金造成事業及び企業誘致促進特別対策事業により各基金へ

の積み立てを行い、将来の財政需要に備えることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 H29 増減

消防団員報償事業 ６６３６万円 １３５６万円 ５２８０万円[389.4％]増
補助金等償還事業 ８６７９万円 ３５３９万円 ５１４０万円[145.2％]増
企業誘致促進特別対策事業 ５６６９万円 １４７３万円 ４１９６万円[284.9％]増
電算システム等一般管理事業 ２１３３万円 ７０２万円 １４３１万円[203.8％]増
税等償還事業 ３９６３万円 ２９６３万円 １０００万円[ 33.7％]増
竜王戦福知山城対局事業 ８６９万円 －　 ８６９万円[ 皆増] 　　
「知の拠点」推進事業（㉙福知山公立大学「学びの拠点」推進事業）

３１２０万円 ２３１９万円 ８０１万円[ 34.5％]増
公共交通維持改善事業 ５９５４万円 ５５５０万円 ４０４万円[  7.3％]増
水洗化促進補助事業 ５８３３万円 ５５７３万円 ２６０万円[  4.7％]増
ＫＴＲ支援事業 １億８２６万円 １億５８０万円 ２４６万円[  2.3％]増
地域づくり組織支援事業 ２２０１万円 ２０４８万円 １５３万円[  7.5％]増
保育所委託事業 ８１１７万円 ８１０９万円 ８万円[  0.1％]増
中山間地域等直接支払交付事業 １億２４８２万円 １億２４８２万円 －　
社会福祉協議会活動費等補助事業 ４７７２万円 ４７７２万円 －　
「海の京都」/「森の京都」ＤＭＯ事業 ２１４０万円 ２１９２万円 ５２万円[  2.4％]減
多面的機能支払交付事業 １億６５６１万円 １億６９０６万円 ３４５万円[  2.0％]減
新規就農総合支援事業 ２４１１万円 ２７８１万円 ３７０万円[ 13.3％]減
福知山マラソン大会支援事業 １２００万円 ２０００万円 ８００万円[ 40.0％]減
未来の力祭典事業 － ９２０万円 ９２０万円[ 皆減] 　　
ふるさと納税推進事業 ２５５３万円 ３４８３万円 ９３０万円[ 26.7％]減

－ １５００万円 １５００万円[ 皆減] 　　
福知山公立大学運営費交付金事業 ２億８２１０万円 ３億７０８万円 ２４９８万円[  8.1％]減
民間保育所運営事業 １億９６７９万円 ２億２２６４万円 ２５８５万円[ 11.6％]減
上水道事業会計負担金 ３億７７３２万円 ３億７１２５万円 ６０７万円[  1.6％]増
下水道事業会計負担金 ８億７０２万円 ７億３０６２万円 ７６４０万円[ 10.5％]増
病院事業会計負担金 １２億４６８０万円 １２億３４２万円 ４３３８万円[  3.6％]増

　総額 ４６億４３０９万円 ４４億４９８９万円 １億９３２０万円[  4.3％]増

〔企業会計〕

〔企業会計〕

新たな自治体情報セキュリティの抜本的強化対策事業

〔企業会計〕

H30 H29 増減

地域振興基金造成事業 １億円 －　 １億円[ 皆増] 　　

企業誘致促進特別対策事業 ９９０１万円 －　 ９９０１万円[ 皆増] 　　

鉄道網整備及び都市計画事業基金積立事業 ５３３１万円 ４８８０万円 ４５１万円[  9.2％]増
基金利子積立（各基金） ２１８４万円 １８０９万円 ３７５万円[ 20.7％]増

過疎地域自立促進基金造成事業 １億６２４０万円 １億７０１０万円 ７７０万円[  4.5％]減

ふるさと納税推進事業 ８０１４万円 １億５８８万円 ２５７４万円[ 24.3％]減

三セク債償還基金積立事業 １億２４１５万円 １億７３８９万円 ４９７４万円[ 28.6％]減
市有地販売事業（公共施設等総合管理基金） １億４７２１万円 ２億２５０６万円 ７７８５万円[ 34.6％]減

減債基金積立事業 － １億４３０万円 １億４３０万円[ 皆減] 　　

　総額 ７億９４５１万円 ８億４９６５万円 ５５１４万円[  6.5％]減
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貸付金・出資金  １４０万円（136万円  49.3％減) 

総額ではほぼ半減の１４０万円となった。ふるさと融資貸付制度は今年度も利用がな

かった。 

 

 

 

 

 

繰出金  ４４億４７６９万円（6206万円  1.4％減) 

全体で１.４％の減となったが、平成２９年度に保留地の価格改定に伴う繰出を行った

石原土地区画整理事業特別会計繰出金が減となった影響が大きい。増加の大きいも

のは農業集落排水施設事業特別会計繰出金、介護保険事業特別会計繰出金である。 

なお、地域情報通信ネットワーク事業特別会計は平成３０年度末をもって閉鎖したた

め、次年度以降の当該会計への繰出金はなくなるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資的経費  ５７億６４４５万円（22 億 1013 万円  62.2％増) 

普通建設事業費の補助事業及び単独事業、災害復旧事業費の全てが増加し、前年

度から２２.１億円の大幅な増となり一般会計決算総額の増にも大きく影響した。特に、

災害復旧費については、平成２９年度の台風１８・２１号等による災害復旧費を繰越して

執行したこと、平成３０年７月豪雨災害の被害が甚大であったことから大きく増加し、  

１３.４億円の増額決算であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 H29 増減

介護人材確保対策事業 ８０万円 ９８万円 １８万円[ 18.4％]減
くらしの資金等管理事業 ６０万円 １７８万円 １１８万円[ 66.3％]減

　総額 １４０万円 ２７６万円 １３６万円[ 49.3％]減

H30 H29 増減

農業集落排水施設事業特別会計繰出金 ５億４９５９万円 ５億３０３０万円 １９２９万円[  3.6％]増

９億５６６万円 ８億８９５４万円 １６１２万円[  1.8％]増
介護保険事業特別会計繰出金 １１億７２３９万円 １１億５９００万円 １３３９万円[  1.2％]増
後期高齢者医療事業特別会計繰出金 １１億４３１３万円 １１億３５６８万円 ７４５万円[  0.7％]増

１９３０万円 ３４２４万円 １４９４万円[ 43.6％]減

国民健康保険事業特別会計繰出金 ６億５７６２万円 ６億８７１８万円 ２９５６万円[  4.3％]減
石原土地区画整理事業特別会計繰出金 － ７３７９万円 ７３７９万円[ 皆減] 　　

　総額 ４４億４７６９万円 ４５億９７５万円 ６２０６万円[  1.4％]減

休日急患・国保診療所・公設市場・と畜場特会繰出金

地域情報通信ネットワーク事業特別会計繰出金

H30 H29 増減

普通建設事業費（補助事業） １３億２７７４万円 １１億４８３３万円 １億７９４１万円[ 15.6％]増
普通建設事業費（単独事業） ２７億６９４９万円 ２０億８２９９万円 ６億８６５０万円[ 33.0％]増
災害復旧事業費 １６億６７２２万円 ３億２３００万円 １３億４４２２万円[416.2％]増

　総額 ５７億６４４５万円 ３５億５４３２万円 ２２億１０１３万円[ 62.2％]増
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○普通建設事業費（補助事業） １３億２７７４万円（1億 7941万円  15.6％増) 

川北橋の延伸関連に係る社会資本整備総合交付金事業（道路整備）や遷喬小学校

教室棟増築事業、(仮称)三和学園整備事業などの大規模事業の増により、補助事業

費は４年ぶりに増加に転じた。 

減少項目としては、小・中学校教室棟便所改修事業、民間保育所施設整備事業、福

知山公立大学「学びの拠点」推進事業などがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○普通建設事業費（単独事業等） ２７億６９４９万円（6億 8650万円  33.0％増) 

前年度から６.９億円の大幅増となった。集中的に老朽車両の更新を図る消防車両更

新事業、三和地域の小学校の統合に伴う校舎増築等を行う(仮称)三和学園整備事業、

福知山公立大学の施設整備を進める「知の拠点」推進事業、上夜久野保育園の下夜

久野保育園への統合に伴う施設整備等を行う市立保育園整備計画推進事業、総合福

祉会館の耐震化を進める福祉施設改修事業などの大型事業を進めたことによるもので

ある。 

  

 

 

 

 

H30 H29 増減

社会資本整備総合交付金事業（道路整備） ２億４４９７万円 ９６６７万円 １億４８３０万円[153.4％]増
遷喬小学校教室棟増築事業 １億４３７２万円 －　 １億４３７２万円[ 皆増] 　　

(仮称)三和学園整備事業 １億４６０万円 －　 １億４６０万円[ 皆増] 　　
公園施設長寿命化対策支援事業 １億６７２万円 １５４４万円 ９１２８万円[591.2％]増
地域再建被災者住宅等支援事業 ８４３６万円 １７６３万円 ６６７３万円[378.5％]増
中心市街地活性化関連道路整備事業 １億４８２３万円 ８３２０万円 ６５０３万円[ 78.2％]増
調節池整備事業 １億５０８９万円 ９１３９万円 ５９５０万円[ 65.1％]増

第１期・第２期埋立処分場整備事業 ４２２０万円 －　 ４２２０万円[ 皆増] 　　
ため池等農地災害危機管理対策事業 ４０００万円 ９５７万円 ３０４３万円[318.0％]増
災害廃棄物処理事業 １９６９万円 －　 １９６９万円[ 皆増] 　　
福知山城観光誘客強化事業 １７５９万円 －　 １７５９万円[ 皆増] 　　
防衛施設周辺整備事業 １６０４万円 －　 １６０４万円[ 皆増] 　　
街路事業（多保市正明寺線 高畑工区） ８６３５万円 ８７０９万円 ７４万円[  0.8％]減
上・中・下六人部小学校統合準備事業 － １９３８万円 １９３８万円[ 皆減] 　　
市営住宅改善事業 ３２２３万円 ５７３８万円 ２５１５万円[ 43.8％]減
地域間交流促進ネットワーク事業（市道・林道） １１１２万円 ３９８７万円 ２８７５万円[ 72.1％]減
農業基盤整備促進事業 － ４１７６万円 ４１７６万円[ 皆減] 　　
小学校施設空調設備設置事業 － ４７３３万円 ４７３３万円[ 皆減] 　　
遷喬小学校プール整備事業 － ４８８８万円 ４８８８万円[ 皆減] 　　
社会福祉法人施設整備補助事業 － ８４７０万円 ８４７０万円[ 皆減] 　　
福知山公立大学「学びの拠点」推進事業 － ９２６０万円 ９２６０万円[ 皆減] 　　
民間保育所施設整備事業 ３０７３万円 １億４３９４万円 １億１３２１万円[ 78.7％]減
小・中学校教室棟便所改修事業 － １億２１５８万円 １億２１５８万円[ 皆減] 　　

　総額 １３億２７７４万円 １１億４８３３万円 １億７９４１万円[ 15.6％]増

H30 H29 増減

消防車両更新事業 ２億１９１０万円 １９７０万円 １億９９４０万円[1012.2％]増

(仮称)三和学園整備事業 １億８５９３万円 １１３４万円 １億７４５９万円[1539.6％]増
「知の拠点」推進事業 １億２２３９万円 －　 １億２２３９万円[ 皆増] 　　
市立保育園整備計画推進事業 １億２４１０万円 ５７８万円 １億１８３２万円[2047.1％]増

中心市街地活性化関連道路整備事業 １億１４７７万円 １４０万円 １億１３３７万円[8097.9％]増

福祉施設改修事業 １億２７５９万円 １６８１万円 １億１０７８万円[659.0％]増
社会資本整備総合交付金事業（道路整備） １億１４５６万円 ４９９万円 １億９５７万円[2195.8％]増
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○災害復旧事業費  １６億６７２２万円（13億 4422万円  416.2％増) 

平成３０年７月豪雨と平成２９年度から繰越した台風１８号・２１号等の災害復旧費が

重なり１３.４億円の大幅増となった。特に、土木施設の災害復旧事業費が大きくなって

いる。 

なお、平成３０年７月豪雨災害の復旧については、翌年度予算に多くを繰越したとと

もに、令和元年度当初予算に計上したものもあり、令和元年度も多額の事業費となるこ

とが見込まれる。 

 

   

H30 H29 増減

林道施設災害復旧事業 １億１２０７万円 ９２５万円 １億２８２万円[1111.6％]増
農地・農業用施設災害復旧事業 ３億２６４万円 ７４１８万円 ２億２８４６万円[308.0％]増
土木施設災害復旧事業 １１億２２５１万円 １億８２３７万円 ９億４０１４万円[515.5％]増
都市公園災害復旧事業 １９０２万円 ２０１万円 １７０１万円[846.3％]増

その他公共・公用施設等災害復旧事業（災害復旧融資特別支援事業・中小企業者災害復旧緊急支援事業を除く）

６８４３万円 １０４４万円 ５７９９万円[555.5％]増

農業生産施設緊急復旧対策事業 － １１９４万円 １１９４万円[ 皆減] 　　

災害復旧融資特別支援事業 － ７５９万円 ７５９万円[ 皆減] 　　

　総額 １６億６７２２万円 ３億２３００万円 １３億４４２２万円[416.2％]増

H30 H29 増減

小中学校教室棟便所改修事業 ９７３４万円 ６８９万円 ９０４５万円[1312.8％]増
消防団施設整備事業 １億１４５５万円 ４４５６万円 ６９９９万円[157.1％]増
小中学校消防設備改修事業 ５５０３万円 ６３６万円 ４８６７万円[765.3％]増
排水ポンプ車購入事業 ４５２０万円 －　 ４５２０万円[ 皆増] 　　
災害に強い森づくり事業 ４２６５万円 １８４万円 ４０８１万円[2217.9％]増
小中学校施設空調設備設置事業 ４０３４万円 ７０１万円 ３３３３万円[475.5％]増
遷喬小学校教室棟増築事業 ２９６７万円 ８２３万円 ２１４４万円[260.5％]増
下六人部小学校統合整備事業 ２０２９万円 －　 ２０２９万円[ 皆増] 　　
第１期・第２期埋立処分場整備事業 ７４３４万円 ６０５６万円 １３７８万円[ 22.8％]増
斎場施設改修事業 ４０３０万円 ３５７１万円 ４５９万円[ 12.9％]増
ＫＴＲ支援事業 ２１９０万円 ３８６４万円 １６７４万円[ 43.3％]減
道路改良事業 ２４５３万円 ４１４１万円 １６８８万円[ 40.8％]減
府営基幹農道整備事業（大江南域地区） － ２２０５万円 ２２０５万円[ 皆減] 　　
三和荘基幹設備整備改修事業 ２６６万円 ２６００万円 ２３３４万円[ 89.8％]減
ごみ焼却施設修繕事業 ５３０５万円 ７６６３万円 ２３５８万円[ 30.8％]減
「森の京都 福知山」エンジョイプログラム － ２５３８万円 ２５３８万円[ 皆減] 　　
小中学校施設設備改修事業 ４５５７万円 ７２９８万円 ２７４１万円[ 37.6％]減
南天田団地建替事業 － ３２１３万円 ３２１３万円[ 皆減] 　　
体育施設設備整備事業 ４１９万円 ３６４３万円 ３２２４万円[ 88.5％]減
リサイクルプラザ修繕事業 ３２１０万円 ６８１７万円 ３６０７万円[ 52.9％]減
街路事業（多保市正明寺線 高畑工区） ４１３１万円 ８６１５万円 ４４８４万円[ 52.0％]減
調節池整備事業 １億３８７６万円 １億８４９２万円 ４６１６万円[ 25.0％]減
広域交通網整備促進事業 ５６８９万円 １億５８３万円 ４８９４万円[ 46.2％]減
公共施設（除却/民間譲渡）事業 ６２４６万円 １億６０４０万円 ９７９４万円[ 61.1％]減

三段池公園カルチャーパーク整備事業 １８９万円 １億２５１９万円 １億２３３０万円[ 98.5％]減
単独事業費支弁人件費 ３億１６８６万円 ３億２１５４万円 ４６８万円[  1.5％]減

　総額 ２７億６９４９万円 ２０億８２９９万円 ６億８６５０万円[ 33.0％]増

①公共施設除却事業31,683 （庁舎(夜久野支所・生涯学習課）1,661、農業施設（共同作業所)1,748、市営住宅1,198、

小学校施設8,210、消防施設15,920、消防水利施設2,163、その他施設783）

②公共施設民間譲渡事業30,777 （農業施設（共同作業所) 8,396、集会施設(まちづくり） 21,398、集会施設(農政課)983）

[千円]
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２ 決算収支 

   

大規模な災害の影響もあり歳入歳出規模が増額となり、財政調整基金の繰入も行う中で

黒字決算となった。歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質収支は

５億３４１５万円の黒字となり前年度決算に比べると３億８４７０万円の減少となった。財政調

整基金の積み立てと取り崩し、任意繰上償還の影響を排除した実質単年度収支は４億  

７１２８万円の赤字となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基金残高の状況   

 
 
財政調整基金は、７月豪雨災害関連経費の財源とするため２.９億円を繰入れたものの年

度末残高は２８億８７０９万円と前年度末から増加した。減債基金は、前年度に引き続き e-

ふくちやま事業の市債償還の財源として２億１６００万円繰り入れたため残高を減らし、１０億

８３６９万円となった（一般会計分）。 

特定目的基金の総額は、地域振興基金や過疎地域自立促進基金を積極的に活用した

ことから１億１７６８万円減の５６億４７９９万円となった。また、ふるさと納税による寄附金や、

公社継承土地、公共施設マネジメントにより創出した土地の売却収入などを積み立てる一

方でそれぞれの目的に照らして取り崩し、各事業費に充当した。 

一般会計所管の基金残高全体では１.５億円減少して平成３０年度末で１０７億９１３８万円

となった（定額運用基金を除く）。なお、平成２９年度から基金の効率的な運用を図るため、

一部基金を除き基金一括管理方式を導入して有価証券を保有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財源対策基金は災害の影響により微減、基金の総額も１０７.９億円に減少 

大規模な災害が発生したものの昭和４７年度以来４７年連続の黒字決算を継続 

特
定
目
的
基
金 

財
源
対
策
基
金 

（単位：千円、％）

区分 平成30年度 平成29年度 差引 増減率

歳入総額 ① 42,358,646 40,516,433 1,842,213 4.5

歳出総額 ② 41,537,380 39,335,831 2,201,549 5.6

歳入歳出差引額 ①－②＝③ 821,266 1,180,602 △ 359,336 △ 30.4

翌年度へ繰越すべき財源 ④ 287,114 261,754 25,360 9.7

実質収支 ③－④＝⑤ 534,152 918,848 △ 384,696 △ 41.9

単年度収支 ⑥ △ 384,696 △ 130,047 △ 254,649 195.8

積立金（財政調整基金） ⑦ 5,425 3,755 1,670 44.5

繰上償還金（任意） ⑧ 197,988 150,000 47,988 32.0

積立金取崩し額（財政調整基金） ⑨ 290,000 180,000 110,000 61.1

実質単年度収支 ⑥＋⑦＋⑧－⑨ △ 471,283 △ 156,292 △ 314,991 201.5

※端数処理の関係で文中の表記と一致しない箇所があります 
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基金の年度末現在高の推移 （単位：千円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

3,418,152 3,911,261 2,647,711 2,381,869 1,863,192 2,294,441 2,364,037 2,712,239 2,887,088

711,109 816,619 921,866 1,027,275 1,132,846 1,549,646 1,421,005 1,297,082 1,083,689

692,641 1,162,740 1,164,884 1,167,038 1,168,717 1,170,273 1,172,613

172,074 166,195 160,073 157,572 151,567 145,564 139,476 133,472 127,635

259,741 249,656 191,331 147,008 203,534 291,031 363,906 267,572 244,101

475,917 477,815 477,835 476,564 476,956 473,933 465,936 462,280 458,437

7,121 6,873 6,624 6,376 6,128 5,886 5,640 5,394 5,155

24,463 24,473 24,475 24,477 24,479 24,511 24,498 24,486 24,535

28,159 24,364 22,145 19,973 17,796 15,615 13,426 11,230 9,052

21,380 21,409 21,407 21,424 21,393 21,409 21,418 21,420 21,457
うち500,000は信託 うち500,000は信託 うち500,000は信託

1,357,273 1,636,527 1,908,705 2,193,938 2,453,372 2,677,972 2,659,871 2,449,944 2,308,696

8,963 5,901 3,490 4,452 5,599 5,814 16,453 10,092 5,712

203,752 189,350 174,269 128,786 120,792 102,293 87,185 75,846 67,898

216,499 216,855 217,213 208,098 208,639 203,076 199,843 194,843 192,002

2,783 2,784 2,784 2,785 2,836 3,079 5,651 3,657 3,404

566 566 18 18 18 18 0 0 0

2,581 2,650 3,364 3,371 3,452 3,666 4,402 4,738 2,904

3,467 3,435 3,367 3,280 3,170 3,058 3,011 2,924 2,843

538 538 538 515 502 489 462 414 376

13,969 13,988 13,562 13,579 13,494 13,699 17,399 15,611 14,150

648,587 650,150 651,011 651,606 652,569 623,125 623,486 623,790 625,038

43,699 86,874 80,560 75,198 70,061 65,142 54,785 46,404 40,182

29,704 29,742 29,781 29,818 24,427 23,427 23,443 468 469

16,775 16,516 19,256 19,659 20,055 21,008 21,458 21,590 21,114

94,600 94,006 89,797 61,501 58,945 58,627 58,415 55,044 54,284

234,088 352,628 393,320 131,838 348,177 237,238 291,456 262,240 311,720

160,000 218,363 272,639 323,120 389,240 417,036 423,900 422,846 399,836

196,880 247,098 297,408 297,782 298,124 298,438 275,033 261,376 304,795

250,031 200,661 181,085 160,546 155,582 137,736 120,549

95,450 19,637 17,986 26,011 609 24,494 8,654

253,559 -                -                -                -                -                

1,156 117,287 169,531

2,300 2,597 6,236

105,877       97,224         

4,223,579 4,738,756 5,410,453 5,476,595 5,774,396 5,921,711 5,960,200 5,765,672 5,647,989

8,352,840 9,466,636 9,672,671 10,048,479 9,935,318 10,932,836 10,913,959 10,945,266 10,791,379

2,765 2,766 2,766 2,766 2,766 2,766 2,766 1,619 1,619

-                -                -                -                -                -                -                -                -                

732,938 733,084 -                -                -                -                -                -                -                

19,704 18,915 20,348 20,929 21,598 21,328 20,670 19,390 18,679

755,407 754,765 23,114 23,695 24,364 24,094 23,436 21,009 20,298

9,108,247 10,221,401 9,695,785 10,072,174 9,959,682 10,956,930 10,937,395 10,966,275 10,811,677

177,119 142,933 3,490 163,302 20,673 85,045 63 113,636 258,941

11,694 11,697 11,700 11,703 11,705 11,714 11,720 11,723 11,732

5,027 5,028 5,029 5,031 5,032 5,037 5,041 5,042 5,047

14,647 20,180 25,591 29,580 32,674 34,358 34,880 42,036 43,178

205,810 114,449 60,633 74,308 27,350 193,862 246,227 362,209 431,429

15,121 0 0 0 0 0 0 0 0

11,977 15,804 17,478 21,977 27,291 22,570 21,917 0 0

5,226 9,241

95 95 95 95 95 96 96 96 96

3,066 2,982 2,983 2,943 2,908 2,908 2,866 2,793 2,668

441,395 310,091 123,921 305,901 124,725 352,586 319,848 539,872 759,568

9,549,642 10,531,492 9,819,706 10,378,075 10,084,407 11,309,516 11,257,243 11,506,147 11,571,245
＊中夜久野地区・下夜久野地区財政調整基金は、財政健全化法による区分により合計に含めていない。

定
額
運
用
基
金

小    計    ⑤　　(①+②+③＋④）

淡水漁業振興基金

ふるさと創生事業基金

財
源
対
策
基
金

財政調整基金     ①

減  債  基  金     ②

合併算定替逓減対策基金（㉔～） ③

地域振興基金

福知山千年の森ふるさと基金

文化芸術会館建設基金

ふるさと就職応援基金

開発関連公共施設等整備基金

郷土資料館整備基金

長田野工業団地公園緑地事業基金

教育施設整備及び都市計画事業基金

地域振興施設維持補修基金

庵我地区公益事業基金

岡地区公益事業基金

スポーツ賞基金

文化賞基金

合   計  （⑦＋⑧）

特定目的基金　小 計     ④

（参考）
中夜久野地区財産区財政調整基金
（参考）
下夜久野地区財産区財政調整基金

小    計     ⑧

一
　
　
　
般
　
　
　
会
　
　
　
計

介護サービス事業基金特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険高額療養費貸付基金

国民健康保険出産費貸付基金

介護保険介護給付費準備基金

介護従事者処遇改善臨時特例基金

水道設備資金並びにテレビ共同受信施
設資金貸付基金（㉒廃止）

減債基金（集排特会分）

企業誘致促進及び工場等操業支援基金

過疎地域自立促進基金（㉒～）

減債基金（簡水特会分）

佐藤八重子記念子ども読書活動振興基
金（㉔～）

用品調達基金

国民健康保険事業基金

ふるさと納税基金（㉙～）

民生援護資金貸付基金

小計   ⑥

墓園基金

土地開発基金（㉔廃止）

第三セクター等改革推進債償還基金（㉔
～）

一般会計計   ⑦  （⑤ + ⑥）

特
定
目
的
基
金

地域福祉基金

市展振興基金

中山間ふるさと水と土保全基金

佐藤太清賞基金

おもいでの森づくり事業基金

佐藤太清記念美術館整備基金

鉄道網整備事業及び関連都市計画事業
基金

地域の元気臨時交付金基金（㉕～㉖）

公共施設等総合管理基金（㉘～）

豊かな森を育てる基金（㉘～）
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４ 市債残高の状況   

   
 
平成３０年度末の市債残高は、一般会計では４９３億５９８９万円となり、前年度より１億   

１１１９万円減少し、特別会計と企業会計を加えた全会計でも９３３億６０１０万円となり、７億 

７８９５万円減少した。市債残高のうち普通交付税で算入（償還補助）される額を除いた実質

的な市債残高は、一般会計で１３２億３６９８万円（４億７９９６万円の減少）、全会計では４１８

億９３１３万円（４億３９９６万円の減少）となった。 

特別会計では、地域情報通信ネットワーク事業特別会計で市債償還を速めた影響もあり

合計残高は大きく減少した。企業会計では、水道事業会計の残高が減少する一方で、下水

道事業・病院事業両会計は増加しており合計でも増加している。 

実質的な市債残高は、普通交付税の一部が振替えられた臨時財政対策債と、旧合併特

例事業債の２つの交付税算入率の高い市債が、依然として残高のうち高い比率（６４.４％）

を占めている状況もあり、全会計としても減少している。 

旧合併特例事業債は、発行可能額２６９億６６７０万円のうち平成３０年度末までの累計で

その８８.３％にあたる２３８億２３８０万円を発行し、うち８９億３６５４万円を償還している。 

第三セクター等改革推進債の未償還残高は４億６９５１万円である。 

 

  

全会計の残高は７.８億円減少の９３３.６億円～実質的な市債残高も４.４億円圧縮 

（市債の年度末借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 49,359,889 13,236,975 49,471,078 13,716,934 △111,189 △479,959

特 別 会 計 5,711,500 2,427,396 6,663,033 2,717,254 △951,533 △289,858

企 業 会 計 38,288,715 26,228,758 38,004,940 25,898,900 283,775 329,858

全 会 計 合 計 93,360,104 41,893,129 94,139,051 42,333,088 △778,947 △439,959

（市民一人あたり借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 635 171 629 175 6 △ 4

特 別 会 計 73 31 85 35 △ 12 △ 4

企 業 会 計 493 337 484 329 9 8

全 会 計 合 計 1,201 539 1,198 539 3 0

年度末人口

（住基+外国人） 77,743人     78,612人     △869人      

【参考】　交付税算入率の高い市債の残高状況（普通会計ベース） （単位：千円）

残高総額に
占める割合

残高総額に
占める割合

臨 時 財 政 対 策 債 100% 17,513,736 34.8% 17,187,643 33.7% 326,093

旧 合併 特 例事 業 債 70% 14,887,263 29.6% 15,958,708 31.2% △ 1,071,445

過 疎 対 策 事 業 債 70% 4,050,988 8.1% 3,871,519 7.6% 179,469

辺 地 対 策 事 業 債 80% 680,039 1.3% 722,922 1.4% △ 42,883

37,132,026 73.8% 37,740,792 73.9% △ 608,766

50,294,289 100.0% 51,103,734 100.0% △ 809,445

Ｈ３０　① Ｈ２９　② 増減　①－②

総額 総額 総額

総額 総額

Ｈ３０　① Ｈ２９　② 増減　①－②

総額

全市債残高総額

小　計

Ｈ３０
年度末残高①

Ｈ２９
年度末残高②

増減
①－②

交付税
算入率

64.4% 64.9%
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※旧合併特例事業債と第三セクター等改革推進債の状況（平成３０年度末） （単位：千円）

発行可能額 発行済額 償還済額 未償還残高 完済予定年度

26,966,700 23,823,800

24,450,500 21,307,600

2,516,200 2,516,200

2,996,200 2,526,685 469,515 R4

※通常償還 1,356,685千円＋繰上償還 1,170,000千円＝ 2,526,685千円

旧合併特例事業債

8,936,537 14,887,263 R20　　　　うち投資的事業分

　　　　うち基金造成分

第三セクター等改革推進債

18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

220.9 
230.3 

237.4 

20.0
28.9

45.7

69.2

89.5

119.7

143.7

171.9

188.6

207.3

238.2

0.0 0.0 0.7 2.4 3.9 
8.2 

14.1 
20.3 

27.9 
37.9 

53.4 

70.7 

89.4 

102.5 

117.0 

132.1 

147.6 

163.0 

177.7 

192.2 

206.0 
216.5 

224.7 
230.2 

233.9 
236.2 

237.9 
238.0 

0

50

100

150

200

250

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

億円

発行済額

償還済額

年度末

発行限度額 269.7億円

未
償
還
残
高

旧合併特例債

H30までの借入れと

その償還予定

R1以降

借入れ可能額

31.5億円148.8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※←0.1億円単位で、端数が整合するように、右の数値データを若干編集している。（H30.7.7）

30.0 

24.0

20.2

15.4

10.9

7.6
4.7

1.7
0.6 0.3 0.0

3.0 

2.6 

2.5 

2.2 

1.8 

1.5 

1.2 

0.6 0.3 0.3 

3.0 

1.2 

2.3 

2.3 

1.5 

1.4 

1.8 
0.5

0

5

10

15

20

25

30

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

億円 第三セクター等改革推進債の償還
[H30までの決算とR1以降の計画]

繰上償還

通常償還

年度末残高

借入

H24借入 29億9620万円

償還期間 10年（H34まで）

年利率 0.334%



20 

 

特別会計 
 

決算収支の状況（実質収支） 

決算 
区分 

会計数 
[前年度] 

会計名 
実質収支額計 

[ 前年度 ] 

黒字 

会計 

４ 

[ 4 ] 

国民健康保険事業、農業集落排水施設事業、介護保

険事業（保険事業勘定、サービス事業勘定）、後期高

齢者医療事業 

３億７,６３７万円 

[６億８,６８１万円] 

赤字 

会計 

２ 

[ 2 ] 
宅地造成事業、石原土地区画整理事業 

△４億９,４７３万円 

[△５億２,０８０万円] 

収支

差引

ゼ ロ 

６ 

[ 6 ] 

国民健康保険診療所費、と畜場費、休日急患診療所

費、公設地方卸売市場事業、下夜久野地区財産区管

理会、地域情報通信ネットワーク事業特別会計 

― 

[ ― ] 

合計 
１２ 

[ 12 ] 

 △１億１,８３６万円 

[１億６,６０１万円] 
 

（１）国民健康保険事業 

一人あたり平均保険料額を引き下げたこと、被保険者数の減少により、保険料収

入総額は昨年度より ７２８５万円減少し１２億８４８１万円となった。 

歳出では、保険給付費全体で前年度を下回り、２億５０４０万円減の５１億８６７８万

円となった。その要因は、一人あたりの医療費が縮小したことと、被保険者数の減少

によるものである。 

前年度繰越金２億６３６９万円等を歳出に充当し、会計全体で１億１３４４万円の黒

字を確保したが、単年度では１億５０２５万円の赤字となった。なお基金の残高は２億

５８９４万円である。 

引き続き特定健診・特定保健指導に取り組むとともに、前立腺がん検診及び大腸

がん検診並びに妊婦歯科検診を実施するなど、健康の維持や疾病の早期発見のた

め積極的な事業展開を図った。 

 

（２）国民健康保険診療所費 

山間へき地医療の確保を目的に雲原診療所を運営している。 

診療日数は１２１日、年間診療件数は１８７０件で対前年度比１３９件減り、診療収

入も２４７万円の減収となった。 

歳出においては、医薬材料費等の減により前年度より５８万円減の３７９３万円の決

算となった。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 
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（３）と畜場費 

歳入においては、ボイラーの修繕により平成３１年１月初旬から２月下旬まで休場し

たため、処理頭数が４２６頭と対前年度比１３３頭の減となり、使用料が８２万円の減収

となったが、各市運営負担金の増加により総額では３３７万円の増となった。 

歳出では、ボイラー、フロススクレーパーの故障に伴う修繕等による需用費の増、

新たに週１回の枝肉洗浄業務の従事者を１人増員したことによる委託費の増により、

合計３０８２万円で前年度より３３７万円の増となった。 

決算収支は、一般会計からの繰入金２０３万円により均衡している。 

 

（４）宅地造成事業 

平成１７年度から分譲地の売却を開始し、平成３０年度末現在で７６区画の売却が

完了し、残りの一般分譲地は８区画となっている。 

決算収支では、災害の影響もあり分譲地の売却が進まなかったことから、実質収

支額は１９３５万円の赤字となった。 

 

（５）休日急患診療所費 

休日において、緊急に医療を必要とする市民に対して、内科・小児科の初期救急

医療を提供し応急的な診療を行った。 

診療日数は７２日、年間受診者数１３１１人は対前年度比２２７人の減で、一日あた

りの平均受診者は３．５人減の１８．２人であった。 

決算規模は２１４６万円、前年度比１８８４万円の減となった。一般会計からの繰入

金９６１万円により収支の均衡を図った。 

 

（６）公設地方卸売市場事業 

生産者の地場野菜の出荷先として、また、青果物の流通と地産地消を推進する拠

点施設として指定管理者制度により運営した。 

青果部門の取扱高は、前年度比５２ｔ増の２５６５ｔ、売上高は５７７３万円増の８億 

４７万円となり状況は昨年に引き続き上向いている。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 

 

（７）農業集落排水施設事業 

本市の農業集落排水施設の整備は全て完了しており、現在は１８地区の農業集落

排水施設及び１地区の簡易排水施設の維持管理事業に努めている（水洗化率   

９６．２％）。 

歳出では、維持管理事業をはじめ、平成２９年災害及び平成３０年７月豪雨災害な

ど災害復旧事業の取組を進めたことなどにより、３６４１万円増の９億７１０１万円となっ

た。 

歳入では、繰入金の増、災害復旧事業に係る国庫補助金や市債の増などにより、

前年度と比較して２９７４万円増の１０億１５３２万円となり、翌年度へ繰り越すべき財源

４０万円を除いた今年度の実質収支額は、４３９１万円の黒字（前年度黒字額５０９８万
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円から７０７万円減少）となった。 

 

（８）石原土地区画整理事業 

保留地売却実績は５区画、４１３１万円であり、前年度と比較して３区画増、土地売

払収入で２１４２万円の増収となった。結果、実質収支は４億７５３８万円の赤字となり、

赤字は依然として多額ながら前年度比で２６５６万円の改善となった。 

 

（９）介護保険事業 

①保険事業勘定 

第７期介護保険事業計画（平成３０～令和２年度）に基づき保険料の賦課、要介護

認定、保険給付、地域支援事業（介護予防事業、包括的・任意事業）等を実施した。 

保険給付費は７２億１１５９万円で前年度比９５３４万円、１．３％の増となった。歳出

規模は８１億４１７９万円で前年度比１億９７７０万円の増、決算収支の黒字額は前年

度から 1 億５３２２万円減少し、１億９９４９万円となった。 

介護給付費準備基金は５３９１万円の取り崩しを行ったものの、１億２３１３万円を積

み増し平成３０年度末残高は４億３１４３万円となった。 

②サービス事業勘定 

要支援認定者に係る介護予防サービス計画を直営と委託により合せて３６５９件

（前年度は４３２０件）作成した。 

歳出決算は、１９００万円で前年度比８３１万円の減、決算収支は前年度からは   

１０７万円減額し８２万円の黒字決算となった。 

介護サービス事業基金は８３万円の取り崩しを行ったものの、１９８万円を積み増し

平成３０年度末残高は４３１８万円となった。 
 

（10）下夜久野地区財産区管理会 

下夜久野地区財産区管理会の運営及び財産の管理を行った。決算規模は１３５

千円で、前年度比５７千円の増となり、基金繰入により収支の均衡を図った。 
 

（11）後期高齢者医療事業 

７５歳以上の高齢者と一定の障害があると認定された６５歳以上の人を対象とした

医療保険制度である。府内の全ての市町村が加入する京都府後期高齢者医療広域

連合が主体となり、市町村と事務を分担し運営している。 

市では、保険料の徴収、給付申請等の受付、健康診査事業などを行っている。 

本年度の歳出決算は１９億１９７４万円となり、前年度と比べ２０５５万円増加したが、

決算収支は１８７０万円の黒字決算となった。 

  



23 

 

（12）地域情報通信ネットワーク事業 

「ｅ－ふくちやま」事業民営化のため、民営化に関する基本協定を締結した事業者

である（株）ケイ･オプティコムが実施する施設整備等に対して補助金等を交付するこ

とにより、事業の民営化を推進するとともに、「ｅ－ふくちやま」事業として市によるテレ

ビ再送信サービス・インターネット接続サービスの安定的な提供に努めた。 

「ｅ－ふくちやま」の利用者は、平成２９年度から（株）ケイ・オプティコムが提供する

サービスへ順次移行しており、平成３０年度末で移行が完了したことから、本年度をも

って「ｅ－ふくちやま」事業を終了し、特別会計を廃止した。 

民営化のための施設整備等は、前年度までにほぼ完了しており、（株）ケイ・オプテ

ィコムに対する補助金等は３９０７万円（前年度：７億３１５０万円）である。地方債元利

償還金は、７億１９９９万円（前年度７億６３０７万円）となり、事業民営化に合せて計画

的に進めてきた光ファイバ網整備等に借入れた地方債の償還は、平成３０年度です

べて完了した。これらの結果、歳出総額は９億３０９９万円（前年度１６億４６４５万円）と

なった。 

民営化のための補助金に対しては旧合併特例債を起債したほか、各基金も活用し

ながら一般会計から９億５６６万円（前年度８億８９５４万円）の繰入れを行い、単年･累

積ともに決算収支は均衡している。  
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91.9%

89.3%
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96.5%
91.9% 92.1%
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90.2%
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90.9% 88.7%

90.5%
91.5%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常収支比率の推移

福知山市

類似団体平均

経常経費に使われた経常一般財源 239.8億円［△3.4億円］

経常一般財源総額等 248.6億円［△0.3億円］
H30＝ ×100＝ 96.5%

80.3 74.3 74.6 72.8 70.3 67.9 68.6 68.0 66.6 69.8 67.5 66.2 66.8 69.1 

49.7 50.4 53.9 56.5 59.9 72.1 75.1 75.4 76.4 81.1 83.1 85.8 86.3 83.3 

54.7 55.7 57.6 63.1 58.7
54.5 54.8 55.1 59.0 51.7 57.5 61.3 59.3 59.6

184.7 180.4 186.0 192.4 188.9 194.5 198.5 198.5 202.0 202.6 208.1 213.3 212.4 212.0 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

億円
義務的経費の推移 ※臨時的経費を含む

公債費

扶助費

人件費

 

財務指標 

 
 

財政構造の硬直化を示す経常収支比率は１.２ポイント改善し９６.５％となった。８年ぶりに

改善に転じ財政構造健全化が進んだところだが、依然として経常的な収入のほとんどが固定

経費に費やされる財政構造にある。 

分母の経常一般財源は、合併算定替特例加算の縮減の影響により普通交付税が前年

度から１.１億円減少したが、地方消費税交付金や使用料の増加もあり総額で０.３億円の減

少にとどまり、２４８.６億円となった。 

一方、経常一般財源のうち経常的な支出に使われた金額（分子）は、前年度から３.４億

円減少し２３９.８億円となった。定年等通常退職者が１２人増加したことにより経常経費に区

分される退職手当が１.７億円伸びた人件費で増額となったが、その他の経費では、国民健

康保険事業特別会計繰出金、生活保護扶助事業、福知山公立大学運営費交付金事業な

どで減額となり、総額では減額となった。 

なお、分母から合併特例加算額を控除（一本算定）した場合の同比率は９８.２％となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

（注）普通会計は公営事業会計以外の会計を総合して１つの会計としてまとめたものをいうが、本市の場合は一般

会計、休日急患診療所費特別会計及び地域情報通信ネットワーク事業特別会計が対象となる。 

注：地方財政状況調査に基づく決算分析(普通会計)  

経常収支比率 ９６.５％ ～８年ぶりに改善 
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財政健全化判断比率等の状況 

 

 

平成１９年度に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により創

設された地方公共団体の財政の健全性を判断するための４つの指標を総称し「健全化

判断比率」という。 

各指標のいずれかが「早期健全化基準」を超過した場合、当該年度末までに「財政

健全化計画」を定めなければならず、さらに「財政再生基準」以上である場合には「財

政再生計画」を定めて赤字再建団体となる。また、公営企業等については、資金不足

比率（資金の不足額の事業規模に対する比率）が経営健全化基準を超えた場合、経営

健全化計画を定めなければならないとされている。 

平成３０年度における本市の健全化判断比率は、４指標いずれも早期健全化基準内

であった。赤字決算を示す①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率は、福知山市全体で

は黒字決算であるため非該当である。③実質公債費比率は、定期償還の進捗等により

単年度では 0.1 ポイント好転したが、指標に用いる３カ年平均では前年度と同じ

11.2%となった。④将来負担比率については、一般会計等の地方債現在高や公営企業

債等繰入見込額の減少などにより、前年度比 10.0ポイント好転している。 

  

●健全化判断比率（４指標）  ※下段(）書きは平成２９年度数値      （単位：％） 

  
① 実質赤字 

比率 

② 連結実質 

  赤字比率 

③ 実質公債費 

比率 

④ 将来負担 

比率 

福知山市 
- - 11.2 64.7 

(-) (-) (11.2) (74.7) 

早期健全化基準 
12.18  17.18  25.0  350.0  

(12.17) (17.17) (25.0) (350.0) 

財政再生基準 
20.00  30.00  35.0  

  (20.00) (30.00) (35.0) 

 

 

 

●資金不足比率                                               （単位：％） 

会 計 名 H30 H29 H28 H27 H26 経営健全化基準 

資金不足企業会計なし - - -  -  -  20.0 

健全化判断比率の４指標は全て早期健全化基準内、資金不足の公営企業はなし 
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実質公債費比率と将来負担比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    H30 決算概要データ編その２0.xlsx 健全化比率と市債残高よりペースト 

 

 

 

資金不足比率の推移 

 

 

 

 

  

12.3

8.8

5.2 

10.4 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

2

4

6

8

10

12

14

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

資金不足比率（経営健全化基準20.0％）

石原土地区画整理事業

％

資金不足比率

は解消

駅周辺辺土地区画整理事業は平成2１年度から

石原土地区画整理事業は平成25年度から解消している
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<用語解説> 

○実質赤字比率 

地方公共団体の行政サービスの中心を担う「一般会計」等の赤字の程度を指標化したもの。

この比率が高くなるほど赤字の解消が困難となり、深刻な財政状況に陥っていることを示し

ている。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

 

○連結実質赤字比率 

一般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の収支を連結し、地方公

共団体全体の赤字の程度を指標化したもの。 

この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に、赤字の解消が難しくなる。 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

○実質公債費比率 

借入金（地方債）の返済額等の大きさを一般財源等との対比で指標化し、資金繰りの危険

度を示したもの。地方債の償還は原則削減や先送りができないため、この比率が高くなるほ

ど財政の弾力性が低下していることを示している。 

比率が18％以上になると、地方債の発行に国の許可が必要となり、25％以上になると一般

単独事業等の地方債発行が制限される。 

実質公債費比率 

（３ヵ年平均） 
＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金(注)）－（特定財源＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額） 

（注）準元利償還金 

一般会計等から特別会計、企業会計への公債費償還相当繰出金及び負担金、加入団体への借入金

償還財源負担金、債務負担行為に基づく支出、一時借入金の利子など 

 

○将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）や将来支払う可能性のある負担等に係る現時点での残高

の程度を指標化し、将来財政を圧迫する危険度を示したストック指標。この比率が高いと将

来の財政負担要因が大きいことを示している。 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に

係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算

入額） 
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○資金不足比率 

公営企業に生じている資金不足を、当該公営企業の事業規模である事業収入と比較して指

標化し、経営状況の健全度を示したもの。 

この比率が高くなるほど、事業収入で資金不足を解消するのが難しくなり、公営企業の経

営に問題があることになる。 

 資金不足比率 ＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２） 

（注１） 資金の不足額 

・法適用企業＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債 

の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額 ＋建設改良費等以外の経費の財 

源に充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

（注２） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

・法非適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

 

○早期健全化基準 

健全化判断比率（※１）のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を

経て「財政健全化計画」を定めて自主的な財政健全化が求められる。 

 

○財政再生基準 

健全化判断比率（※１）のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、いわゆる赤字

再建団体となり、議会の議決を経て財政再生計画を定め、国等の関与による確実な再生が

求められる。 

  （※１） 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの比率 

 

○経営健全化基準 

資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て「経営健全化計画」

を策定し、経営健全化を図る必要がある。 
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 <会計区分のイメージ> 

 

一
般
会
計
等 

一般会計 
実
質
赤
字
比
率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

実

質

公

債

費

比

率 

 

将

来

負

担

比

率 

一般会計等に属する

特別会計 

休日急患診療所費特別会計 

地域情報通信ネットワーク事業特別会計 

公 

営 

事 

業 

会 

計 

一般会計等以外の

特別会計のうち公営

企業に係る特別会計

以外の特別会計 

国民健康保険事業特別会計   

国民健康保険診療所費特別会計  

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）   

後期高齢者医療事業特別会計   

公 

営 

企 

業 

会 
計 

法適用 

企業 

病院事業会計 

資

金

不

足

比

率 

水道事業会計 

下水道事業会計 

法非適用 

企業 

と畜場費特別会計 

公設地方卸売市場事業特別会計 

農業集落排水施設事業特別会計 

石原土地区画整理事業特別会計 

宅地造成事業特別会計 

一部事務組合 
京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合     

京都府自治会館管理組合     

広域連合 
京都府後期高齢者医療広域連合     

京都地方税機構   

地方公社、第３セクター等（※）    

地方独立行政法人 
福知山公立大学       

※第３セクター等への損失・債務保証はしていないため、本市では第３セクターによる将来負担比

率への実質的な影響はなし。 
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資料編 

 

１ 会計別決算の状況 

 

  

（単位：千円、％）

歳  入  決  算 歳  出  決  算
翌年度

繰越財源
実  質  収  支

歳出決算
伸   率

42,358,646 41,537,380 287,114       534,152 5.6

7,469,609 7,356,168 -                113,441 △ 17.0

37,926 37,926 -                0 △ 1.5

30,821 30,821 -                0 12.3

422 19,770 -                △ 19,348 2.5

21,455 21,455 -                0 △ 46.8

1,698 1,698 -                0 △ 47.7

1,015,318 971,009 400             43,909 3.9

41,833 517,216 -                △ 475,383 △ 13.2

8,341,286 8,141,795 -                199,491 2.5

19,827 19,001 -                826 △ 30.4

135 135 -                0 73.4

1,938,439 1,919,739 -                18,700 1.1

930,991 930,991 -                0 △ 43.5

19,849,760 19,967,724 400             △ 118,364 △ 9.4

2,499,910 2,454,847 -                45,063 4.0

3,503,726 3,372,139 -                131,587 2.7

12,997,106 12,988,073 -                9,033 5.2

12,188,674 12,160,959 -                27,715 5.5

808,432 827,114 -                △ 18,682 1.7

19,000,742 18,815,059 -                185,683 4.6

81,209,148 80,320,163 287,514       601,471 1.2

会         計         名

企
業
会
計

休 日 急 患 診 療 所 費

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業

農 業 集 落 排 水 施 設 事 業

石 原 土 地 区 画 整 理 事 業

介 護 保 険
事 業 介 護 サ ー ビ ス

事 業 勘 定

保 険 事 業
勘 定

企 業 会 計 合 計

下 水 道 事 業

下 夜 久 野 地 区 財 産 区 管 理 会

福知山市民病院

大江分院

総        合        計 

一      般      会      計 

特
 
 
 
 
 

別
 
 
 
 
 

会
 
 
 
 
 

計

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 診 療 所 費

と 畜 場 費

宅 地 造 成 事 業

特 別 会 計 合 計

水 道 事 業

地 域 情 報 通 信
ネ ッ ト ワ ー ク 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

病 院 事 業

市民病院事業
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２ 一般会計歳入決算の状況 

  

（ 単位 ： 千円、％ ）

8.1

4.5

比 較 増 減

2.0

△ 6.6

0.4

2.1

△ 16.1

11.4

1.2

△ 0.6

1.5

13.8

△ 6.0

△ 15.7

△ 35.0

1.8

1,935,300

51.4

14,214

△ 93,087

5,765

伸率

0.0

△ 1.9

2.3

△ 15.8

2.0

217,719

△ 10,426

△ 23,125

△ 804

58,889

20,877

市 債 3,139,728 7.7 1,614,8464,754,574 11.2

2,769,714 6.8

12.5

40,516,433 100.0 1,842,213

23,954,449 59.1

10,732,963 26.5

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 12,229 0.0

10,950,682 25.9

11,425

国 庫 支 出 金 5,054,717

金 額

18,523

8,256

276

△ 950

27,109

△ 1,066

26,520

△ 115,588

地 方 特 例 交 付 金 59,692 0.1

0.4181,066 0.4

22,955

0.2

67,948 0.2

0.0 5,910 0.0

1,448,088

4,960

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 42,879 0.1

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

22,679 0.10.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 162,543

区     分 平 成 ２ ９ 年 度平 成 ３ ０ 年 度

収 入 済 額財    源    別
構成
比率

収 入 済 額
構成
比率

3.6

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

1,474,608 3.5

0.3

682

40.9

1.3

28.8

△ 10,501

△ 63,914

1.5

2.9

3.3

1.8

1.0

16,796 0.0

339,593

56,130 0.1

38.9

721,178 1.8

16,468,897

1.0

0.0

0.2

16,561,984

395,764401,529 0.9

706,964

分 担 金 及 び 負 担 金 539,859

諸 収 入 403,507

市 税 11,676,754

財 産 収 入 592,610

使 用 料 及 び 手 数 料 1,187,788

0.8

101,594 0.2

1,407,819 1,342,788

477,022 1.1

11,677,436 27.6

529,358 1.2

3.3

1,214,897 2.9

合          計

地 方 消 費 税 交 付 金

△ 19.5

△ 9.1

4.865,031

△ 10,120寄 附 金 111,714

自
 

主
 

財
 

源

計

計

依
 
 

存
 
 

財
 
 

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

府 支 出 金

配 当 割 交 付 金

繰 入 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 17,862

66,004

66,556

42,358,646 100.0

0.0

5,075,594 12.0

2,828,603 6.7

25,889,749 61.1
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市税

27.6 %

地方譲与税

0.9 %

地方消費税交付金

3.5 %

自動車取得税交付金等

0.4 %

地方交付税

25.9 %

分担金及び負担金

1.2 %

使用料及び手数料

2.9 %

国庫支出金

12.0 %

府支出金

6.7 %

財産収入

1.1 %

繰入金

3.3 %

繰越金

1.8 %

諸収入

0.8 %

市債

11.2 %

その他

0.7 %

歳入決算の構成比 単位（％）

116.8 

4.0 
14.5 

1.6 

107.3 

5.4 11.9 

50.5 

27.7 

5.9 13.4 
7.1 

4.0 

31.4 

3.7 

116.8 

4.0 

14.7 

1.8 

109.5 

5.3 

12.1 

50.8 

28.3 

4.8 

14.1 
7.2 

3.4 

47.5 

3.3 

0

20

40

60

80

100

120

140

億円
前年度歳入決算額との比較

H29 H30
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３ 主な一般財源の状況 

 

 

 

 

 

  

（単位：千円、％）

平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率

市 税 11,677,436 11,676,754 682 0.0

地 方 譲 与 税 401,529 395,764 5,765 1.5

利 子 割 交 付 金 16,796 17,862 △ 1,066 △ 6.0

配 当 割 交 付 金 56,130 66,556 △ 10,426 △ 15.7

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 42,879 66,004 △ 23,125 △ 35.0

地 方 消 費 税 交 付 金 1,474,608 1,448,088 26,520 1.8

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 4,960 5,910 △ 950 △ 16.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 181,066 162,543 18,523 11.4

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

22,955 22,679 276 1.2

地 方 特 例 交 付 金 67,948 59,692 8,256 13.8

地 方 交 付 税 10,950,682 10,732,963 217,719 2.0

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 11,425 12,229 △ 804 △ 6.6

臨 時 財 政 対 策 債 1,448,174 1,425,728 22,446 1.6

26,356,588 26,092,772 263,816 1.0

内　　　　訳

計
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４ 市税の状況 

 

 

  

（１）決算状況 (単位：千円、％）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(1)

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(2)

4,979,303   26,174       5,005,477   4,884,560   31,889       4,916,449   89,028 1.8

3,593,900   24,500       3,618,400   3,569,948   30,723       3,600,671   17,729 0.5

1,385,403   1,674         1,387,077   1,314,612   1,166         1,315,778   71,299 5.4

5,575,907   27,769       5,603,676   5,668,823   22,969       5,691,792   △88,116 △ 1.5

5,546,767   27,769       5,574,536   5,636,103   22,969       5,659,072   △84,536 △ 1.5

29,140       -              29,140       32,720       -              32,720       △3,580 △ 10.9

255,918      3,467         259,385      242,629      2,684         245,313      14,072 5.7

551,926      -              551,926      559,768      -              559,768      △7,842 △ 1.4

8,256         -              8,256         8,513         -              8,513         △257 △ 3.0

247,405      1,311         248,716      253,763      1,156         254,919      △6,203 △ 2.4

11,618,715  58,721       11,677,436  11,618,056  58,698       11,676,754  682 0.0

（２）徴収率の状況
(単位：　％　）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計

99.34 26.38 97.98 99.35 24.56 97.85 △ 0.01 1.82 0.13

国 有 資 産 等 所 在

市 町 村 交 付 金

入 湯 税

都 市 計 画 税

個 人

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

平成30年度 平成29年度 増減

伸 率
(%)

平成29年度

市 税 合 計

平成30年度 決 算
対 比

(1)－(2)

軽 自 動 車 税

款 項 目

市 民 税

た ば こ 税
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市民税（個人）

31.0%

市民税（法人）

11.9%

固定資産税

48.0%

軽自動車税

2.2%

たばこ税

4.7%

入湯税

0.1%
都市計画税

2.1%
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５ 一般会計歳出決算の状況 

   

（１）目的別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

議 会 費 293,654 0.7 298,880 0.8 △ 5,226 △ 1.7

総 務 費 5,727,078 13.8 5,651,548 14.4 75,530 1.3

民 生 費 13,658,051 32.9 13,794,808 35.1 △ 136,757 △ 1.0

衛 生 費 4,747,199 11.4 4,660,090 11.8 87,109 1.9

労 働 費 19,031 0.0 18,930 0.0 101 0.5

農 林 業 費 1,625,105 3.9 1,729,872 4.4 △ 104,767 △ 6.1

商 工 費 479,532 1.2 334,257 0.9 145,275 43.5

土 木 費 2,745,630 6.6 2,716,127 6.9 29,503 1.1

消 防 費 1,775,014 4.3 1,387,543 3.5 387,471 27.9

教 育 費 3,562,541 8.6 3,302,909 8.4 259,632 7.9

災 害 復 旧 費 1,661,682 4.0 278,261 0.7 1,383,421 497.2

公 債 費 5,242,863 12.6 5,162,606 13.1 80,257 1.6

目的別合計 41,537,380 100.0 39,335,831 100.0 2,201,549 5.6

（２）性質別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

人 件 費 6,900,497 16.6 6,668,049 17.0 232,448 3.5

物 件 費 5,100,006 12.3 5,118,765 13.0 △ 18,759 △ 0.4

維 持 補 修 費 317,812 0.8 389,382 1.0 △ 71,570 △ 18.4

扶 助 費 8,326,315 20.0 8,630,659 21.9 △ 304,344 △ 3.5

公 債 費 5,241,610 12.6 5,162,606 13.1 79,004 1.5

補 助 費 等 4,643,090 11.2 4,449,888 11.3 193,202 4.3

積 立 金 794,508 1.9 849,648 2.2 △ 55,140 △ 6.5

貸 付 金 ・ 出 資 金 1,400 0.0 2,756 0.0 △ 1,356 △ 49.2

繰 出 金 4,447,688 10.7 4,509,752 11.5 △ 62,064 △ 1.4

投 資 的 経 費 5,764,454 13.9 3,554,326 9.0 2,210,128 62.2

性質別合計 41,537,380 100.0 39,335,831 100.0 2,201,549 5.6

目的別

平成29年度 増減平成30年度

性質別

平成29年度 増減平成30年度
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議会費 0.7%

総務費 13.8%

民生費 32.9%

衛生費 11.4%労働費 0.0%

農林業費 3.9%

商工費 1.2%

土木費 6.6%

消防費 4.3%

教育費 8.6%

災害復旧費 4.0%

公債費 12.6%

歳出決算の構成比（目的別）

3.0 
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億円 前年度歳出決算額との比較（目的別） H29 H30
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６ 財政健全化判断比率算定シート 

 

 

 

 

（１）実質赤字比率 （単位：千円）

３０年度 ２９年度 増減

534,152 918,848 ▲ 384,696

0 0 0

0 0 0

534,152 918,848 ▲ 384,696

2.25% ⇒ － 3.87% ⇒ － -

（２）連結実質赤字比率

３０年度 ２９年度 増減

113,441 263,694 △ 150,253

0 0 0

199,491 352,712 △ 153,221

826 1,898 △ 1,072

18,700 17,532 1,168

３０年度 ２９年度 増減

1,138,815 1,025,532 113,283

159,976 146,067 13,909

5,007,111 4,237,027 770,084

0 0 0

0 0 0

75,845 76,342 △ 497

0 0 0

43,909 50,977 △ 7,068

31,440 46,162 △ 14,722

6,789,554 6,217,943 571,611

7,323,706 7,136,791 186,915

23,658,374 23,721,589 △ 63,215

30.95% ⇒ － 30.08% ⇒ － －　

    実質赤字比率、連結実質赤字比率とも赤字は発生していないため｢－｣で表示している。

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)　④

計　②

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

連結実質赤字比率

実質収支額

実質収支額

資金不足・剰余額

一般会 計等 以外

の 特 別 会 計 の

う ち 公 営 企 業 に

係 る 特 別 会 計

以 外の特別 会計

国民健康保険診療所費特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

会　計　名

　③÷④
　　　正数は　”　-　”

一
般
会
計
等

実質赤字比率

会　計　名

会　計　名

　①÷④
　　　正数は　”　-　”

一般会計

地域情報通信ネットワーク事業特別会計

計　①

休日急患診療所費特別会計

と畜場費特別会計

下水道事業会計

病院事業会計

①　＋　②　＝　③

簡易水道事業特別会計

法 適 用
企 業

法非適用
企 業

宅地造成事業特別会計

農業集落排水施設事業特別会計

公設地方卸売市場事業特別会計

石原土地区画整理事業特別会計

公
営
企
業
会
計

水道事業会計
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（３）実質公債費比率 （単位：千円・％）

３０年度 ２９年度 増減

① 5,518,784 5,485,792 32,992

② 1,663,301 1,744,427 △ 81,126

1,648,900 1,730,539 △ 81,639

0 0 0

14,401 13,888 513

0 0 0

③ 229,205 259,656 △ 30,451

4,943,123 4,816,027 127,096

⑤ 23,658,374 23,721,589 △ 63,215

10.73861 11.39631 △ 0.65770

10.6 10.3 0.3

（４）将来負担比率 （単位：千円・％）

３０年度 ２９年度 増減

50,294,289 51,103,734 △ 809,445

0 0 0

20,321,296 20,946,075 △ 624,779

7,430 15,925 △ 8,495

6,336,600 6,400,529 △ 63,929

0 0 0

① 76,959,615 78,466,263 △ 1,506,648

9,481,010 9,050,889 430,121

4,027,613 3,688,225 339,388

3,348,934 2,987,008 361,926

51,466,975 51,805,963 △ 338,988

② 64,975,598 64,545,077 430,521

③ 23,658,374 23,721,589 △ 63,215

5,152,075 5,101,369 50,706

64.7 74.7 △ 10.0

※１ 　組合等負担等見込額は京都府住宅新築資金等貸付事業組合に対しての見込額である。

※２　

（５）資金不足比率
該当会計なし

充当可能基金

特定財源見込額

　　うち都市計画税

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

準元利償還金

設立法人の負債額等負担見込額（地方独立行政法人等）

　　計

　　計

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

（①-②）÷（③-④）

地方債の現在高

元利償還金 （繰上償還除く）

内
訳

特定財源

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

標準財政規模

一時借入金利子

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)

退職手当負担見込額

　「独立行政法人　公立大学法人福知山公立大学」は、貸借対照表上の繰越欠損金がなかったため、設立団体の負担見込額
　を構成せず、将来負担額はゼロと評価される。

充
当
可
能
財
源

組合等負担等見込額

実
質
公
債
費
比
率

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率（３ヵ年平均）

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将来負担比率

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将
来
負
担
額

３０年度 ２９年度 増減 ２８年度

① 5,763,614 5,775,358 △ 11,744 5,899,946

② 1,709,485 1,668,638 40,847 1,714,658

1,693,896 1,649,420 44,476 1,700,853

0 0 0 0

15,589 19,218 △ 3,629 13,745

0 0 0 60

③ 265,471 254,313 11,158 249,687

5,152,075 5,101,369 50,706 5,205,264

⑤ 23,658,374 23,721,589 △ 63,215 24,158,866

11.10732 11.21530 △ 0.10798 11.39442

11.2 11.2 0.0 11.1実質公債費比率（３ヵ年平均）

実
質
公
債
費
比
率

元利償還金 （繰上償還除く）

準元利償還金

内
訳

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

一時借入金利子

特定財源

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額      ④

標準財政規模

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

※1

※２
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水道事業会計 

 

 

上下水道部経営総務課

１ 　概　　況

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３

　平成30年度の水道事業につきましては、市民生活や企業活動を支える最重要の

ライフラインとして、安全で良質な水道水の安定供給に努めてまいりました。

　当年度末の給水戸数は35,364戸で、前年度末と比べ181戸の増となりました。給

水量は、前年度に比べ家事用は0.71％減の6,805千㎥、業務用は1.67％減の2,632

千㎥となり、総給水量では前年度比1％減の9,437千㎥となりました。

　設備関係では、平成29年度に引き続き堀第1水源改修工事や堀山第3系統配水支

管布設替工事を施工したほか、大原浄水場のろ過機改良、配水管等の布設替等を

行いました。

　収支の状況につきましては、給水収益が前年度比4.2％増の1,687,612千円と

なったほか、受託工事収益が226,545千円となり、全体では8.9％の増加となりま

した。また、支出では、受託工事費が228,759千円となったものの、資産減耗費や

支払利息の減少等により全体で4.0％の増加にとどまり、当年度は45,063千円の純

利益を計上することとなりました。

　水道事業においては、水需要の大幅な増加が見込めない中で、老朽化した主要

設備や管路の本格的な更新時期を迎えており、財源の確保をはじめとして経営を

取り巻く環境は厳しさを増しています。このような状況の中、本市としては、健

全で持続可能な事業経営を目指すことを目的として、令和元年度からの上水道事

業等包括的民間委託導入に向け取組みを進めました。

　今後とも、より災害に強く安心安全な水道水の安定供給が確保できるように、

効率的で計画的な事業運営を図り、経営の健全化に努めてまいります。

上 下 水 道 部

平成３０年度  福知山市水道事業決算概要
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２　前年度比較

（１）   業  務  量

増    減

年 度 末 給 水 人 口 ( 人 ) 77,468 78,336 △ 868 98.9 ％

年 度 末 給 水 戸 数 ( 戸 ) 35,364 35,183 181 100.5

年 間 配 水 量 ( ㎥ ) 11,651,523 12,205,996 △ 554,473 95.5

年 間 １か月 平 均配 水量 ( 〃 ) 970,960 1,017,166 △ 46,206 95.5

年 間 給 水 量 ( 〃 ) 9,437,114 9,530,103 △ 92,989 99.0

年 間 １か月 平 均給 水量 ( 〃 ) 786,426 794,175 △ 7,749 99.0

年 間 有 収 水 量 率 ( ％ ) 81.0 78.1 2.9

（２）   事業収入に関する事項 （単位：円）

増    減

1,687,611,718 1,618,930,025 68,681,693 104.2 ％

226,545,220 67,003,000 159,542,220 338.1

26,606,692 34,326,268 △ 7,719,576 77.5

558,828,626 574,617,939 △ 15,789,313 97.3

318,371 0 318,371 皆増

2,499,910,627 2,294,877,232 205,033,395 108.9

（３）   事業費に関する事項 （単位：円）

増    減

339,815,918 340,449,403 △ 633,485 99.8 ％

283,499,969 326,337,244 △ 42,837,275 86.9

228,759,332 67,858,730 160,900,602 337.1

201,307,724 185,974,624 15,333,100 108.2

1,173,632,161 1,178,458,979 △ 4,826,818 99.6

3,163,972 9,863,924 △ 6,699,952 32.1

224,668,159 239,430,928 △ 14,762,769 93.8

0 11,672,104 △ 11,672,104 皆減

2,454,847,235 2,360,045,936 94,801,299 104.0計

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

特 別 損 失

平成30年度 平成29年度
比          較

比    率

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

計

事          項

給 水 収 益

事          項 平成30年度 平成29年度
比          較

比    率

事          項 平成30年度 平成29年度
比          較

比    率
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１

　平成30年度の下水道事業につきましては、快適で安心な暮らしを支えるため、老朽化施設の更

新や浸水対策などの事業に取り組みました。

  当年度末の水洗化戸数は29,585戸で、前年度末と比べ41戸の増となりました。また、有収水量

は、前年度に比べ、1.1％増の12,008千㎥となりました。

　施設整備関係については、土師排水区の段畑雨水ポンプ場建設工事を進めるとともに法川排水

区の小谷ヶ丘貯留施設築造工事や雨水排水路新設工事も進めました。また、中部系統中部幹線

枝線管路更生工事や、福知山終末処理場の高圧受変電設備改修など、管渠、ポンプ場、終末処

理場の老朽化した下水道各施設の更新工事を行いました。

　収支の状況につきましては、収入では、下水道使用料が、前年度比6.8％増の1,727,635千円と

なり、全体では前年度比3.1％増の3,503,726千円となりました。また、支出においては施設維持管

理経費の増加等により前年度比2.7％増の3,372,139千円となり、当年度は131,587千円の純利益

を計上することとなりました。

　下水道事業においては、従来より市街化区域の内水対策として浸水対策事業に取り組んできま

したが、平成26年8月豪雨災害を契機に、その取り組みを平成27年度より5か年をかけて強化する

こととし、本年度は4か年目の事業に取り組みました。

  また、整備区域内の管渠整備がほぼ完了していることから、今後、水洗化戸数の大幅な増加も期

待できない中で、耐用年数を経過し老朽化した主要設備や管渠の本格的な更新時期を迎えてお

り、経営を取り巻く環境は厳しい状況となっております。

　このような状況の中、今後とも、より災害に強い安定した下水の処理が確保できるように、施設の

改良、拡張整備を進めるとともに、経営の健全化に努めてまいります。

概　　　況

上 下 水 道 部

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３

上下水道部経営総務課

平成３０年度  福知山市下水道事業決算概要

下水道事業会計 
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２  　前年度比較

（１）   業  務  量

増    減

年 度 末 水 洗 化 人 口 ( 人 ) 64,058 64,532 △ 474 99.3 ％

年 度 末 水 洗 化 戸 数 ( 戸 ) 29,585 29,544 41 100.1

年 間 総 処 理 水 量 ( ㎥ ) 19,297,863 18,603,282 694,581 103.7

年間１か月平均総処理水量 ( 〃 ) 1,608,155 1,550,274 57,881 103.7

年 間 有 収 水 量 ( 〃 ) 12,008,308 11,879,050 129,258 101.1

年間１か月平均有収水量 ( 〃 ) 1,000,692 989,921 10,771 101.1

年 間 有 収 水 量 率 ( ％ ) 62.2 63.9 △ 1.7

（２）   事業収入に関する事項 （単位：円）

増    減

1,727,635,058 1,618,095,753 109,539,305 106.8 ％

331,111,500 308,328,789 22,782,711 107.4

1,579,882 1,809,700 △ 229,818 87.3

1,443,399,829 1,468,989,138 △ 25,589,309 98.3

3,503,726,269 3,397,223,380 106,502,889 103.1

（３）   事業費に関する事項 （単位：円）

増    減

118,554,511 103,731,007 14,823,504 114.3 ％

137,870,448 128,326,175 9,544,273 107.4

625,376,286 528,328,581 97,047,705 118.4

86,888,203 87,706,301 △ 818,098 99.1

58,740,413 43,183,358 15,557,055 136.0

1,967,266,338 2,056,913,601 △ 89,647,263 95.6

1,106,954 9,086,729 △ 7,979,775 12.2

14,682 0 14,682 皆増

376,321,142 327,261,628 49,059,514 115.0

3,372,138,977 3,284,537,380 87,601,597 102.7

営 業 外 費 用

計

処 理 場 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

平成30年度 平成29年度
比          較

比    率

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

下 水 道 使 用 料

負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

計

事          項

事          項 平成30年度 平成29年度
比          較

比    率

事          項 平成30年度 平成29年度
比          較

比    率



44 

 

病院事業会計 

市民病院事務部総務課 

 ℡ ２ ２ － ２ １ ０ １ 

平成３０年度 福知山市病院事業決算概要                             

１．概 況         

  平成３０年度の病院事業の運営につきましては、福知山市民をはじめ近隣市町住民

の高度・多様化する医療ニーズに応えるため、引き続き医療スタッフの確保や医療機

器の更新・整備を進め、医療提供体制の充実を図りました。 

患者数につきましては、市民病院（以下「本院」）、大江分院両院において、入院、

外来ともに減少し、年間総患者数は３９５，３５４人と、前年度に比し５，７９８人

の減少となりました。 

施設・設備につきましては、放射線治療装置（リニアック装置）更新事業に伴い前

年度より進めていた新リニアック棟建設を完成させ、平成３１年１月から新機器によ

る診療を開始しました。また、脳神経外科の術中ナビゲーションシステムの導入をは

じめ、栄養科の食器洗浄機や透析室の全自動溶解装置等の更新など、医療機器等の整

備を進めました。さらに、高まる患者需要に応えるため、翌年度早期導入をめざしＭ

ＲＩ（磁気共鳴画像診断装置）の増設に着手しました。 

収支につきましては、本院では昨年度に引き続き純利益を計上することができまし

たが、大江分院につきましては患者数の減少と診療単価の伸び悩みなどにより純損失

を計上することとなりました。 

本院につきましては、患者数が減少したものの診療単価の伸びにより入院・外来収

益は前年度に比し６．２％増加しましたが、がん治療薬をはじめとする高額な薬品等

の材料費が大きく増加するとともに、給与費や減価償却費も増加した結果、本年度は

２７，７１５千円の純利益となりました。 

大江分院につきましては経営努力を傾注しましたが人口動態等による受診患者の減

少等により、診療収入が減少し１８，６８２千円の純損失となりました。 

（ｲ） 収支の状況 

病院事業全体で収益的収入１２，９９７，１０５，３０４円に対し、収益的支出      

１２，９８８，０７２，２４０円で収支差引９，０３３，０６４円の当年度純利益とな

りました。 

（ﾛ） 患者の状況 

本院の年度末の受診患者延数は入院 １１７，０５８人（１日平均 ３２０．７人）、

外来 ２３８，８４９人（１日平均 ９７８．９人）、大江分院の受診患者延数は入院    

２３，０７０人（１日平均 ６３．２人）、外来 １６，３７７人（１日平均６７．１

人）となりました。 

本院の病床利用率は ９０．６０ ％（一般病床 ９４．０３％、結核病床            

１０．００％、感染症病床０.００％ ）となり、前年度に比し、一般病床で１．９３

ポイントの減、結核病床で１．７８ポイントの増、全体では１．８０ポイント減少し

ました。大江分院の病床利用率は ８７．７９ ％となり、前年度より１．８０ポイン

ト減少しました。 
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２　業   務

＜市民病院＞

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 354 354 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 365 365 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 117,058 119,384 △ 2,326 98.1

１日平均患者数 （人） 320.7 327.1 △ 6.4 98.0

病床利用率　　　（％） 90.60 92.40 △ 1.80 98.1

平均診療単価　 （円） 59,403 55,368 4,035 107.3

平均在院日数　 （日） 14.4 15.2 △ 0.8 94.7

診療日数         （日） 244 244 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 238,849 240,191 △ 1,342 99.4

１日平均患者数 （人） 978.9 984.4 △ 5.5 99.4

平均診療単価　 （円） 16,318 15,019 1,299 108.6

（２） 事業収益に関する事項

11,486,937,951 10,850,912,549 636,025,402

622,642,627 623,839,434 △ 1,196,807

79,093,184 90,514,077 △ 11,420,893

12,188,673,762 11,565,266,060 623,407,702

（３） 事業費用に関する事項

11,370,578,552 10,779,556,837 591,021,715

うち減価償却費 960,959,405 837,982,278 122,977,127

632,848,053 610,267,405 22,580,648

83,530,495 92,978,952 △ 9,448,457

74,001,422 47,713,060 26,288,362

12,160,958,522 11,530,516,254 630,442,268

（４）収支差引

27,715,240 34,749,806 △ 7,034,566 79.8

医       業       収       益

医    業     外    費     用

   特        別       損       失   

平成  ２９  年度事             項 平成  ３０  年度

医       業       費        用

計

看   護   学   校   費   用

事             項 平成  ３０  年度 平成  ２９  年度

入院

比    率（％）

医    業     外    収     益

看   護   学   校   収   益

比                            較

増             減 比    率（％）

103.7

105.5

87.4

105.9

比                            較

99.8

比                            較

増             減 比    率（％）

（単位   円）

（単位   円）

105.4

114.7

増             減

89.8

外来

事             項 平成  ３０  年度 平成  ２９  年度

計

事             項 平成  ３０  年度 平成  ２９  年度

155.1

年    度     純    利     益

（単位   円）

比                            較

増             減 比    率（％）

105.5
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＜大江分院＞

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 72 72 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 365 365 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 23,070 23,545 △ 475 98.0

１日平均患者数 （人） 63.2 64.5 △ 1.3 98.0

病床利用率　　　（％） 87.79 89.59 △ 1.80 98.0

平均診療単価　 （円） 21,257 20,548 709 103.5

平均在院日数　 （日） 61.2 53.6 7.6 114.2

診療日数         （日） 244 244 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 16,377 18,032 △ 1,655 90.8

１日平均患者数 （人） 67.1 73.9 △ 6.8 90.8

平均診療単価　 （円） 9,067 8,719 348 104.0

（２） 事業収益に関する事項

652,586,282 656,889,363 △ 4,303,081

127,927,051 130,124,171 △ 2,197,120

27,918,209 30,546,914 △ 2,628,705

808,431,542 817,560,448 △ 9,128,906

（３） 事業費用に関する事項

769,150,886 750,503,143 18,647,743

うち減価償却費 101,687,722 102,878,739 △ 1,191,017

14,745,066 17,274,819 △ 2,529,753

42,282,117 44,203,992 △ 1,921,875

935,649 1,131,397 △ 195,748

827,113,718 813,113,351 14,000,367

（４）収支差引

△ 18,682,176 4,447,097 △ 23,129,273 △ 420.1

事             項 平成  ３０  年度 平成  ２９  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

入院

外来

（単位   円）

98.9

事             項 平成  ３０  年度 平成  ２９  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

平成  ２９  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

医       業       収       益 99.3

医    業     外    収     益 98.3

91.4

計

98.8

（単位   円）

訪 　問 　看　 護   費   用 95.7

医       業       費        用 102.5

85.4

事             項 平成  ３０  年度

（単位   円）

事             項 平成  ３０  年度 平成  ２９  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

82.7

計

年    度     純    利     益

訪　 問　 看　 護   収   益

   特        別       損       失   

101.7

医    業     外    費     用


